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新型インフルエンザ専門家会議設置要綱  

1．目的  

近年、東南アジア等において、高病原性鳥インフルエンザがヒトに感染し、死亡例が報   

告され、昨今では、ヨーロッパで高病原性鳥インフルエンザの発生が報告されるなど、そ   

の拡大が見られる状況であり、突然変異によるヒトからヒトへ感染する新型インフルエンザ   

の発生の危険性が高まっている。  

このため、WHO世界インフルエンザ事前対策計画（平成17年5月）に準じて、迅速か   

つ確実な対策を講ずるものとし、政府においては、「新型インフルエンザ対策行動計画」を   

平成17年11月に策定したところである。  

今後、新型インフルエンザ行動計画に基づく対策に関する専門的技術的事項につい   

て調査審議するため、新型インフルエンザ専門家会議（以下「会議」という。）を設置する。   

2．会議の所掌事務  

（1）新型インフルエンザ出現時の専門的技術的事項（サーベイランス、予防と封じ込め、  

医療、情報提供・共有その他の専門の事項）について調査審議すること。  

（2）その他新型インフルエンザ出現時の対策について意見を述べること。   

3．組織  

（1）会議は、新型インフルエンザ対策推進本部幹事会・幹事長である健康局長の下に設置  

する。  

（2）委員は、新型インフルエンザに関し学識経験のある者のうちから、健康局長が委嘱す  

る。   

4．委員の任期等  

（1）委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（2）委員は、再任されることができる。   

5．その他  

（1）会議は、厚生労働省健康局長が議題に関連する委員を招集し、開催する。  

（2）会議の庶務は、大臣官房厚生科学課の協力を得て、健康局結核感染症課において処  

理する。  

（3）この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に閲し必要な事項は、別  

途定めることとする。  

附則   

この要綱は、平成17年12月27日より施行する。   



（案）   

新型インフルエンザ専門家会議  運営規程   

新型インフルエンザ専門家会議設置要綱の「5．（3）」の規  

定に基づき、本規程を定める。  

1 新型インフルエンザ専門家会議（以下「会議」という。）に   

議長を置き、健康局長が選任する。議長は、会議を代表し、   

会務を統括する。議長に事故があるときは、あらかじめ議長の   

指名する委員が、その職務を代理する。  

2 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の  

時は、議長の決するところによる。   



匿匡：司  

「新型インフルエンザ対策行動計画」の概要について  

平 成17 年11月  

厚 生 労 働 省  

「新型インフルエンザ対策行動計画」は、政府の新型インフルエンザ対策について、  

関係省庁が連携し、情報の共有を図りながら、厚生労働省が中心となって取りまとめ  

たものである。  

＜背景＞   

新型インフルエンザは、10年から40年の周期で出現し、世界的に大きな流行（パ  

ンデミック）を引き起こしてきている。   

近年では、東南アジア等において、高病原性鳥インフルエンザがヒトに感染し、死  

亡例が報告されている。また昨今では、ヨーロッパで高病原性鳥インフルエンザの発  

生が報告されるなど、その拡大が見られる状況であり、突然変異による、ヒトからヒ  

トヘ感染する新型インフルエンザの発生の危険性が高まっている。   

このため、WHO世界インフル工ンザ事前対策計画（2005年5月）に準じて、我が国  

の「新型インフルエンザ対策行動計画」を策定し、迅速かつ確実な対策を講ずるもの  

とする。  

＜概要＞  

1 流行規模の推計  

米国疾病管理センターの推計モデル（F山Aid2．0）に、わが国の状況を当て  

はめて推計した。その結果、我が国の場合は、全人口の25％が新型インフル  

エンザに羅患すると想定した場合に医療機関を受診する患者数は、約1，300万  

人～約2，500万人（中間値約1，700万人）と推計される。  

2 新型インフルエンザ対策の推進体制  

政府一体となった取組を推進するために「鳥インフルエンザ等に関する関係  

省庁対策会議」を設置するとともに、厚生労働省では、大臣を本部長とする対  
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策推進本部を設置したところであり、こうした推進体制の下で、地方自治体、  

関係機関（医療機関等）、国民の協力の下に総合的な対策を推進する。   

3 行動計画  

WHO世界インフルエンザ事前対策計画において定められている6フェーズ  

（段階）を、さらに、「国内非発生」と「国内発生」に分類し、それぞれにつ  

いて「計画と連携」、「サーベイランス」、「予防と封じ込め」、「医療」、「情報提  

供・共有」の5分野にわたって講ずべき具体的な対策を策定した。  

＊フェーズ1、フェーズ2（トリートリ）  

トリインフルエンザウイルスのヒトへの感染が見られない。  

＊フェーズ3（トリーヒト）  

トリインフル工ンザウイルスのヒトヘの感染が見られるが、ヒトーヒト  

感染による拡大は見られない、あるいは、非常にまれな感染が見られる  

（家族内など密接な接触者）。  

＊フェーズ4、フェーズ5（ヒトーヒト）  

ヒトーヒト感染が見られるが、限定された集団（クラスター）内の発生  

にとどまっている。  

＊フェーズ6（パンデミック）  

一般のヒト社会の中で感染が増加し、持続している。   

4 行動計画の主な内容  

フェーズ3A（国内非発生）  

・ 政府の新型インフルエンザ対策行動計画を策定する。  

・ 海外渡航者に対する注意喚起を行う。  

国内飼育家きんの高病原性鳥インフルエンザの発生防止対策の徹底、  

農場の従事者等に対する感染防御への支援、要請を行う。  

緊急的なワクチン接種を想定し、プロトタイプワクチン原液の製造、  

貯留を行うとともに、フェーズ4を想定し、パンデミックワクチン製  

造用の鶏卵の確保等生産に係る対応計画の検討を行う。  

・ リン酸オセルタミビル（商品名：タミフル）の確保すべき量を決定  

し、備蓄を開始する。  

新型インフルエンザ患者の診療・治療にあたる指定医療機関等の整  
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備、必要な医療器材等の確保を進めるよう要請する。   

高病原性鳥インフルエンザについて、発生国の在留邦人、国民向け  

に情報提供する。  

フェーズ4A（国内非発生）  

ウイルスが確定次第速やかに、感染症の予防及び感染症の患者に対  

する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）に基づく指定感染  

症への政令指定を行う。  

感染がみられた集団（クラスター）を早期発見するために、学校や  

職場などを対象としたクラスターサーベイランスを開始する。  

検疫所は、発生地域からの入国者に対し、新型インフルエンザ患者  

の疑いがある場合には、検疫法に基づく停留を行うなど検疫を強化す  

る。  

新型インフル工ンザウイルス株の特定後、鶏卵等の確保ができ次第、  

パンデミックワクチンの生産を開始する。通常期インフルエンザワク  

チン生産時期の場合には、製造ラインを直ちに中断して新型に切り替  

えることを含め、適切に対応する。  

各医療機関に対して、通常のインフルエンザ患者には、原則として  

抗インフルエンザウイルス薬の使用を控えるよう指導する。  

メディア等に対し、適宜、広報担当官（スポークスパーソン）から  

海外の発生・対応状況について情報提供する。  

フェーズ4B（国内発生）■  

対策推進本部長（厚生労働大臣）が国内でのヒトーヒト感染発生に  

ついて宣言し、国としての対策強化を表明する。  

新型インフルエンザの疑いがある患者には、感染症法に基づき、入  

院勧告を行い、確定診断を行う。  

・ 新型インフルエンザの疑いがある患者の家族等の接触者に対しては、  

経過観察期間を定め、外出自粛要請、健康管理の実施及び有症時の対  

応を指導する。  

発生地域における不要不急の大規模集会や、不特定多数の者が集ま  

る活動について、自粛を勧告する。  
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医療機関等で患者を診療した従事者、患者との濃厚接触があり、社  

会機能維持に必要な者への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を  

指示する。   

各医療機関に対して、新型インフルエンザ患者及び疑い患者以外に  

おいて、原則、抗インフルエンザウイルス薬を使用しないよう指導す  

る。   

プロトタイプワクチンについて、緊急的に、医療従事者及び社会機  

能維持者等を対象にワクチン接種場所に配分し、状況に応じ、接種を  

行う。   

パンデミックワクチンが製造され次第、希望者への接種を開始する。  

フェーズ6B（国内発生）  

厚生労働大臣が非常事態宣言（国内対策強化宣言）を行う。  

・ 新型インフル工ンザ患者の入院措置を緩和し、全医療機関において  

診断・治療を行うとともに、入院治療は重症患者に行うこととする。  

・ 新型インフルエンザ患者の疑いがあると診断された者に対して、発  

症48時間以内に抗インフルエンザウイルス薬により治療を行う。  

抗インフルエンザウイルス薬による治療の優先順位を、次のとおり  

とする。  

① 新型インフルエンザ入院患者の治療  

（診 羅患している医療従事者及び社会機能維持者の治療  

③ 羅患している医学的にハイリスク群（心疾患を有する者など）  

の治療  

④ 児童、高齢者  

⑤ 一般の外来患者  

等  
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WHOにおけるインフルエンザパンデミックフェーズ  

フェーズ1 （前パンデミック期）  

ヒトから新しい亜型のインフルエンザは検出されていない  

が、ヒトへ感染する可能性を持つ型のウイルスを動物に検出  

世界、国家、都道府県、市区町村のそれ  
ぞれのレベルで、パンデミック対策を強  

化する  

フェーズ2 （前パンデミック期）  

ヒトから新しい亜型のインフルエンザは検出されていない  

が、動物からヒトへ感染するリスクが高いウイルスが検出  

ヒトの感染拡大のリスクを減少させ、仮  

にヒト感染が起きたとしたら、迅速な検  

知、報告が行われる体制を整備する  

感染が見られている地  

域であるか、そのような  

地域との人的交流、貿易  

があるか否か、よったく  

影響が無いかに基づき、  

対策の細部を適宜改良  

する  

フェーズ3 （パンデミックアラート期）  

ヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認されている  

が、ヒトからヒトへの感染は基本的に無い  

新型ウイルスを迅速に検査診断し、報告  

し、次の患者発生に備える  

フェーズ4 （パンデミックアラート期）  

ヒトからヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認さ  

れているが、感染集団は小さく限られている  

隔離をはじめとした物理的な封じ込め対  

策を積極的に導入し、ワクチンの開発と  

接種などの、事前に計画し、準備した感  

染症対策の実施に必要な時間的猶予を確  

保するために、最大限努める  

フェーズ5 （パンデミックアラート期）  

ヒトからヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認さ  

れ、パンデミ ック発生のリスクが大きな、より大きな集団発  

生がみられる  

上記以外に、パンデミ  

ックの小康状態と第  

2波への対策   

フェーズ6 （パンデミック期）  

パンデミックが発生し、一般社会で急速に感染が拡大している  

パンデミックの影響を最小限にとどめる  

ためのあらゆる対策をとる  

後パンデミック期  

パンデミックが発生する前の状態へ、急速に回復している  

パンデミックによる多方面への影響を評  

価し、計画的復興と対策の改善を実施する  



鳥インフルエンザと新型インフル工ンザの関係  

鳥インフルエン  

ウイルスを野生7  

鳥が腸内に保有  
④新型ウイルスの出現による  

人での爆発的感染のおそれ  
●●●・・ 

・・▲  

．．．．■・・－ト  
′  

①鳥同士の接触感染、  

フン等を介した感染 ／  
／  

′   

／②接触などに  

／ より、まれに  

③2種類のウイルスの  

再集合で人から人に強  

い感染力を持つ新型に  
人に感染   

／  

モー、  
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「 
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②接触などにヽ  

より、まれに ヽ  
人に感染  ヽ  

♯  ・・・＝・ト  

切除鳥インフルエンザウイルス  
して、人  

ら人への感染  

を持つ新型に   
人のインフルエンザウイルス  

♯新型インフルエンザウイルス  



フェーズ4  
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可  
パンデミックアラート期  パンデミック期  

WHO定義            ヒトヘの新しい亜型のインフル工ンザ感染が確  ヒトからヒトヘの新しい亜型のインフルエンザ  ヒトからヒトへの新しい亜型のインフル工ンザ   パンデミックが発生し 一般社会で急  
認されているが、ヒトからヒトへの感染は基本  感染が確認されているが、感染集団は小さく  感染が確認され、パン丁ミック発生のリスクが  速に感染が拡大している  
的に無い   限られている   大きな、より大きな集団発生がみられる   

・明らかな感染源である動物への曝露歴があ  少数のヒト症例からなる複数のクラスター（例：  ・クラスター関連の感染伝播が継続している  

リ、ヒトが感染源では無い、ヒト症例の発生。  25例未満のクラスター、2週間未満持続）   が、総症例数の急増は無い。（例二25－50例  
・ごくまれに同居家族や、感染防御装備をして  ・少数のヒト症例が、明らかなヒト以外の曝露  のクラスター、2から4週間持続）  
いない医療従事者などで、密接な接触による  源無しに、複数の地理的に関連する地域に出  ・感染伝播は持続しているが、症例は地方  
感染がみられる。   現し、ヒトーヒト感染によって最もよく説明でき  （人里は離れた村、島など）に限局。  
継続的なヒトーヒト感染伝播の証拠は無い。  ・クラスターが発生していることが知られてい  

・共通の環境因子から感染したと思われる  る地域社会において、曝露源がよく分からない  
（例）  が、ヒトーヒト感染を除外することができない、  少数の症例が出現する（たとえば、より広範な  

ヒト症例のクラスター。  拡散の始まり）。  

・曝露源が特定できないが、クラスターにもヒ  ・同一のあるいは密接に関連したウイルス株  
ト症例にも関連付けることができない症例。   

ラスターが出現し、急速に症例数が増加して  により、ひとつあるいは複数の地理的領域でク  いる。   

譜一潜  
新型インフルエンザ  

箭＝・裔  
烏インフルエンザ  

新型インフルエン  

ザ対策行動計画  
における用語  

トルコでのウイルス株  インフルエンザ  
（H5Nl亜型）  

赤血球凝集素受容体タン／くクのアミノ酸配如お安真‾‥‾叫・   

：ヒトの受容体に結合能力が増加  
ポリメラーゼタンパクの変異   

：ウイルスは鼻などの温度の低い部位で生存しやすくなる  
・宅急   

？－一一一－－・   っ  
その他のウイルス  
（H？N？）  



匿整二司  

第26回厚生科学審議会感染症分科会資料（抄）   
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インフルエンザ（H5Nl）に係る政令指定の基本方針（案）  

行動計画（抜粋）  

WHOのフェーズ4宣言に基づき、ウイルスが確定次第速や  

かに、感染症法に基づく指定感染症への政令指定を行うとと  
もに、検疫法へ適用させるための政令改正を行う。  

状況の変化   
＞WHOによると、平成15年（2003年）12月以降現時点まで   
に、世界で194人（うち死亡者数109人）の発症事例が報   
告されている。  
特に平成18年（2006年）1月以降、4か国（アゼルバイジャ   

ン、エジプト、イラク、トルコ）で新たに発生した（患者数26人   

（うち死亡者数13人））。   

＞WHOの医療施設向けの感染対策指針においてトリーヒト感   

染の段階から入院等の措置を推奨している。   

＞平成18年（2006年）1月、トルヲで発生した鳥インフル工ン   

ザの患者から検出されたウイルスにおいて、ヒトの細胞へ   
結合しやすい変異が見られ、これは、トリからヒトヘウイル   
スが感染しやすくなってきていることが示唆される。  

方針  

＞現時点での発生状況を踏まえ、インフルエンザ（H5Nl）を   
①指定感染症（感染症法）に政令指定する。   
②検疫感染症（検疫法：健康診断等の対象）に政令で定  

める。   



高病原性鳥インフルエンザ（H5Nl）発生国及び人での発症事例（2003卿2月以降）   



WHOに報告されたヒトの高病原性鳥インフルエンザA（H5Nl）感染確定症例数  

（2006年4月12日WHO公表）  

2003年  2004年  2005年  2006年  合計  

症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数   

アセ◆山l●ィシ●ヤン   0   0   0   0   0   0   8   5   8   5   

カンボジア   0   0   0   0   4   4   2   2   6   

中国   0   0   0   0   8   5   8   16   

エジプト   0   0   0   O 0   0   4   2   4   2   

インドネシア   0   0   0   0   17   14   12   31   23   

イラク   0   0   0   0   0   0   2   2   2   2   

タイ   0   0   田   12   5   2   0   0   22   14   

トルコ   0   0   0   0   0   0   12   4   12   4   

ベトナム   3   29   20   61   0   0   42   

合計   3   46   32   41   50   33   194   109   

注  

確定症例総数は死亡例数も含む。  
WHOは検査により確定された確定例だけを報告する。   
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AvianIn且uenza，includingInnuen2aA（H5Nl），inHumans：WHOlnterimInfktiorLControL   
GuidelinesEbrHealthCareFacilities（9Febmary2006）  

3・EarlyrecognitionIisolation†andreportingofpossibleAIcases  
a）Hea旺hca陀魚c日比iesshould：   

・M止eitafhcilitypriodtytoestablishmethodstoerLSureearlyrecognitionandinvestigation  

Ofpossibl¢Al005eぢ   

・Promptlyinitiatein鈷ctioncorLtrOlprecautionswherLAlinftctionissuspeCted；and   
・Linkthehospital－basedsurvei）lancesysterntothepllblichea］thsurveiHancesystemand  

reportimmediatebTalJavai）abJeessentialinfbrmationregardingpossibJeAIcasestopublic  
healthauthoritiesviatheJocalsurveillancesystem，aSperAnnexloftheInlernational  
t・lcaMIRci！ulalipns20O5（See：http：〝ww肌Who．inucsr／ihr／OnちpageしuPdatしneW・pdり・  
元thoughthel皿（2005）willnotenterintoforceundlJune2007，theyareCitedhereasthe  
recommendedbestpractice．Atthenation81JeveltheIHR（2005）wi1Jreqdirethe  
internationalnoti玉cationtoWHObyStatesPartiesofMhumaninfhen祖CauSedbyanew  
Sub糎M【Amex20r仙eIHR（2005）】・   

b）Incountries書竺卓也kTLOwnAIinfktionsiJlanirr）aIsorhumans，COnSiderthediagrmsisofAI：   

・Inallpatientswhopresentwithsevereacute危brilerespiratoryillnes5（e・g・，fever＞3＆OC，  
cough，Shortnessofbreath）orothersevereunexplainedilhleSS（e・g・，enCepha】opathyor  

diarrhoea），【13］pa而cuLar＆inpatientswithahistoryofbirdexposure，eXpOSuretOknowr10r  
suspectedAl－infbctedpatients，OreXPOSuretOOtherseverelyi11peOPle・   

● FamiJymemberswhoaccompanysuspectedAlーin危ctedpatientstothehealthcarefhcility  
canbeassけmedtohavebeenpotentiallyexposedtoAl8ndshouldalsobeevaluatedforAt  
in危ctiom  

・JfsymPtOmSandexposurehistorysupportthepossibiliq，OfA＝n危ction，SuChpatients  
shouldbeputuTlderisolationprecautionsandshouldbemovedaway舟omotherperSOnSand  
evaluatd猥500naSPO∬弛Ie．   

c）Incountries＊叫knownAIhfbctionsinanimakorht，manS：  

・Querypatientswithsevereacutefebrilerespiratoryilhess（e・g・，ftver＞380C，COugh，  
shortnessofbreath）orothersevereunexplainedi）lness（e．g．，enCephalopathyor  
diarrhoea），［131abouttraveltoAl曲ctedcountrieswithinthepriortwoweeks・   

・ConsiderthediagnosisofAlinpatientswithacuteftbri1eresplmtOryilhesswhohave  

trave11edtoanAlafftctedcounbγwithinthepriortwoweeks型迫whohavehadbird  
exposure？eXPOSuretOknownorsuspectedAI－infbctedpatients，OreXPOSuretOOther  

SeVerelyillpeoplewhiJeinanAla触tedcoun町duringthistimeperiod・  

・IrsymPtOmS，traVeLandexposurehistorysupportthepossibilityofAlin俺ction，SuCh  
patientsshou）dbeputunderisolationprecautionsandshouldbemoYedaway舟omother  
PerSOnSandevaluatedassoonaspossible・  

＊ToaccessupdatedinfbrmationaboutAJafrbctedcountries，pleasesee‥   蜘血n／   
旦ation畢虫  

Promptidentincationandisolationofpatients，HCWs，OrVisitorswhomaybeinfbtedwithAlis  

地tominimizetheri並ofnosocomialtransmissionandtoenableanefncientpublichealth  
代SpOnSe・  

ー7－   



AvianInnuerL2：a，incIudingIn鮎enzaA（H5Nl），inliumans：WHOInterimIn危ctionControI  

GuidelinesforHeaZthCareFacilities（9February2006）  

Figurel：InitiationofAIin鮎ctio皿COIltrOIprecautionsinhealthcarefhcilities  

Patient  lnfectioncontroImeasures  

Fo”ow＄tandardanddropletprecaLJtions  

E｝HCVV5shou［duseねCialprotec伽n  
（Surgica［／PrOCeduremask，gOggIesIfaceshie（d）  

E＄P］aceasurgicaVproceduremaskonthe  
Patjentwheninthewaitingroom：ifnomasksare  
avai］ab）e，aSkthepatienttocovermouthand  
nosewitha鮎suewhensneezlngOrCOughing  
t｝tfpossibIe，PlacepatientinapIacethatis  
SeParate打OmOtherpatients  

Patjententerstriagew肋  
SymPtOmSOfacuterespiratory  
itlness  

P［usexposurehjstory  

E＊Singleroomaccommodation・Withnegative  
PreSSure，ifpossible  

引fsingIeroomisnotpossib［e．cohortpatients  

E？StafFshouIduse九州barnerprecautions  

Patientadmittedforinvestigation  
Ofin¶uenzaA／H5  

Reporttopub】ichea］thauthorities  

Other aiagnosis Reassess precautions 

PatientconfimledashavjngA／H5  
infectjon（SeeCaSede罰nition）  

．8－   



Avianhnuenza，includitlg【n伽enzaA田5Nl），inHuma・nS：WttOtnterimhfbctionControI   
GuidelinesfbrHeaJthCareFacilities（9February2006）   

4．IsolatioAPreCatItionsforstlSpeCtedorconfirmedAI－iJlfbctedpatietltS  

a）Patientplacement：  

● Placepatientinanegativepressureroom（airbornein危ctionisolationroom）orarea，if  
availabIe（Ånnex6）．  

・lfanegativ8preSSurerOOmisnotavai1ableorcannotbecreatedwithmechanical  
manlPu）ationoftheair，placcpatientinasingleroom・  

・Jfasing）eroomisnotavailable，SUSpeCtedandcon甫rmedAトin危ctedpatientsmaybe  
COhortedseparatelyindesignatedmulti－bedroomsorwards・  

・Doorstoanyroomorareahous叫gsuspectedorconnmedAI－infbctedpatientsmustbe  
keptclosed，WhennotbeingusedforentTyOregreSS，  

・To伽iIitatecleanlngandtoreducethepotentialfbrviruSaerOSOlisationviavacuumlng，  
hcruseAl－infbctedpatientsinuncarpetedrooms／areas，ifpossible・  

・Whenpossible，isolationroomsshou）dhavetheirownhandwashingsink，tOilet，and  

bath血cilities．  

・Thenumberofpersonsenteringtheisolationroomshouldbelimitedtotheminimum  
numbernecessaryfbrpatientcareandsupport・  

b）Coho止ing  

・Ifsingleroomsarenotavailable，Patientsinftctedwiththesameorganismscanbe  
COhorted（shareroom⇒．Theseroornsshouldbeinawelトdefinedareathatisclearly  
SegregatedfTomotherpalientcareareasusedfbruninfbctedpatients・  

・DesignatedutlitsorareasshouldbeusedforcohortingAl－inftctedpatients（suspected  
andcon丘rmedcasesshouldbehousedseparately）．  

・Thedistancebetweenbedsshouldbe＞1meter．IncreaslngSpatialdistancebetween  
PatientsmaytheoreticallybehelpfulinpreYentingtransmissionofrespiratoryaeroso］s，  

・Wher）eVerpDSSible，HCWsassignedtocohortedpatientcareunitsshouldbeexperier）Ced  
housesta仔andshouldnot‘Ⅵoat”orotherwisebeasslgnedtootherpatientcareareas．  

・ThenumberofpersonserlteringthecohortedareashouldbeIimitedtotheminimum  
numbernecessaryforpatientcareandsupporL  

・ConsiderhavingportabIex－rayequlPmentaVaiJab）eincohortareas・  
・HCWsassignedtocohortedpatientcareunitssho111dbeaware也atAl－inftctedpatie血S  

maybeconcurrentJyinfectedorcolonizedwithotherpathogenicorganisms（e．g・，  
Skp卸JococczLSaureuS，CわstridlumdWcih）andshouldusestandardandapplicable  
transmission－basedinftctioncontrolprecautionstopreventtransmissionofhealthcare－  
associatedin氏ctions．  

C）Barrierprecautionsforthecareofpatientswithrespiratoryillnessorsuspectedorcon丘med  
Alinftction．Inadditiontohandhygiene，allindividualsprovidi喝Carefbrpatientswith  
respiraIoryillnessorsuspectedorcon頁rmedAlinfbctionshouldusePPEasir）dicatedinTabJe  
lbelow．  

d）PPEfbrthecareofsuspectedorcon知medAl－inftctedpatientsincludes：  
・AparticuJaterespiratorthatisatleastasprotec仕veasaU・S・NIOSHqcerti重edN95，EU  

FFP2，Orequivalent（Annex4）．  

＿9＿   



3．  トリインフルエンザの可能性のある患者の早期認識・隔離・報告  

め 医療施設は、   

・トリインフルエンザの可能性のある患者の早期認識と調査を徹底する方法を確立することを施  

設の優先事項としなければならない。   

・トリインフルエンザ感染が疑われる場合は、迅速に感染対策に着手する。   

・「国勢保健規則（lHR）（2005）」（http：〟w．who．intksr／ihrK）nuageし岬datuew．pdfを参照）  

の付属文書一に示すように、病院を基盤とする監視システムを公衆衛生監視システムにリンクさ  

せ、トリインフルエンザの可能性のある症例に関する全ての必須情報を、迅速に地域監視システ  

ムを通じて公衆衛生当局に報告する。mR（2005）は2007年6月まで発効しないが、参考とし  

て引用する。国レベルでは、「新亜型によるヒトインフルエンザ」［lHR（2005）の付属文書2］  

締約国はWHOに対し国際的に通知することがIHR（2005）で求められている。  

b）動物またはヒトにおけるトリインフルエンザ感染が確認されている国●では、トリインフルエンザの  

診断を検討する。   

・重症の急性熱性呼吸器疾患（380Cを超える体温、咳、息切れなど）またはその他説明のつかな  

い重症疾患（脳症や下痢など）【13】患者の全て、特にトリヘの暴露やトリインフ／レエンザ感染が  

確辞されているまたは疑われる患者への暴露、またはその他重症疾患患者への暴露歴のある患者。   

・トリインフルエンザ感染の疑われる患者に付き添って医療施設に来た家族は、トリインフルエン  

ザに暴露した可能性があると仮定し、トリインフルエンザ感染について診察しなければならない。   

・症状や暴露歴からトリインフルエンザ感染の可能性が認められる場合、できるだけ早急に隔離対  

策を講じ、他の者から離して診察しなければならない。  

c）動物やヒトにトリインフルエンザ感染が確認されていない国●では、   

・重症の急性熱性呼吸器疾患（380Cを超える体温、咳、息切れなど）またはその他鋭明のつかな  

い重症疾患（脳症や下痢など）【13】患者に、過去2週間以内にトリインフルエンザ発生国を訪問  

したかどうか尋ねる。   

・過去2週間以内にトリインフルエンザ発生国を訪問し、その間にトリインフルエンザ発生国でト  

リまたはトリインフルエンザ感染患者やその他の重症患者に暴露した急性熱性呼吸器疾患患者  

についてトリインフルエンザ診断を検討する。   

・症状・渡航歴・暴露歴からトリインフルエンザ感染の可能性が認められる場合、できるだけ早急  

に隔離対策を許じ、他の着から離して診療しなければならない。  

＊  トリインフルエンザ発生国に関する最新情報は、以下を参照。  

http：〟www・Who・intksrNiseasehLVia∫しinnuenzahn／  

根拠●  

トリインフルエンザ感染の可能性のある患者・医療従事者・見舞客の早期同定と隔離は、院内感染リス  

クを抑制し、有効な公衆衛生上の対応を可能にするために欠かせない。   



⊂〒  

感染管理法  

標準対策と飛沫対策を実行  

⇒医療従事者は顔面保護具（外科用・術用マスク、   

ゴーグル、フェイスシールド）を使用しなけれ   

ばならない  

⇒待合室では患者に外科用・術用マスクを着用さ   

せる。マスクが入手できない場合は、咳やくし   

やみの際にティッシュでロと鼻を覆うよう患者  

急性呼吸器疾患症状のある患者を  

債鬼するトリアージ  

⇒個室－できれば陰圧  

⇒個室が確保できない場合、患者を集団化する  

ウスタッフは完全防御対策をとる  

インフルエンザA丑Ⅰ5型の検査のた  

めに入院した患者  

公衆衛生当局に報告する  

その他の診断  予防策を再評価  

A／H5型の感染が確認された患者  

（症例定義を参靡）  

必要な期間、完全感染対策を継続  

成人＞12才  小児≦12才   

発症から21日間●は完全感染対策を継続  

◆乳幼l見て丹士フ1日まf悪漢府下ウイ／レスが焼州溝れる  

解熱から7日間は完全感染対策を継続  

図1医療施設におけるトリインフルエンザ感染対策の実施   



4．  トリインフルエンザ感染の疑いのある患者または確定患者の隔離対策  

可 患者の収容   

・可能であれば、陰圧童（空気感染隔厳重）または陰庄区域に患者を収容する（付属文書6）。   

・陰圧室がない、または空気を機械的操作で陰圧にできない場合、患者を個室に収容する。   

・個室がない場合、トリインフルエンザ感染の疑いのある患者と確定患者を別々に集団化し、指定  

された大部屋または病棟に収容する。   

・トリインフ′レエシザ感染の疑いのある患者と確定患者を収容する部屋または区域への出入り口  

は、入退室時以外は閉めておく。   

・清掃を容易にし、掃除機の利用によるウイルスエアロゾルの可能性を低下させるため、可能であ  

ればトリインフルエンザ感染患者をカーペットのない部屋・区域に収容する。   

・可能であれば、隔離室には専用の手洗い用流し、トイレ、風呂を設備する，   

・隔離室に入るスタッフ数を患者の治療と支援のために最低限必要な数に制限する。  

b）集団化   

・個室がない場合、同じ微生物に感染した患者を集団化する（相部屋にする）。部屋は非感染患者  

の治療区域とは明確に分けられた区域でなければならない。   

・指定の部屋または区域は、集団化されたトリインフルエンザ感染患者専用としなければならない  

（疑いのある患者と確定患者は別々に収容する）。   

・ベット間の距離はIm以上開けなければならない。患者間の距離を広げれば、理論的には呼吸  

器エアロゾルの伝播予防に役立つ。   

・可能であれば、集団化された患者治療区域に割り当てられる医療従事者は経験豊富で、「遊軍」  

または他の患者治療区域に割り当てられていない看でなければならない。   

・集団化された区域に入るスタッフ数は、患者の治療と支援のために最低限必要な数に制限する。   

・集団区域で携帯用レントゲン機器が利用できるよう検討する。   

・集団化された患者治療区域に割り当てられた医療従事者は、トリインフルエンザ感染患者が同時  

に他の病原性細菌（黄色ブドウ球菌（ぶ坤砂わc∝亡揖αⅣg描）、C触而肋仰初陣放など）に感染  

している可能性があることを認識し、医療関連感染の予防のために適切な標準感染対策を請じな  

■ ければならない。  

以下略   



Alarmsnngoverbirdf［umutations．  
（トリインフルエンザの変異に警鐘）抜粋  

ButlerD．Nature．20O6Jan19；439（7074）：248－9．  

Thefirstmutationfound，annOunCedIastweek，invoIvesasubstitutioninone  

SamPJeofanamjnoacidatposition2230fthehaemoagg）utininreceptorprotein．  

Thisproteinal10WStheftuvirustobindtothereceptorsonthesurfaceofitshost’s  
Ce‖s．1tincreasesthevirus’sabi［itytobindtohumanreceptors，anddecreasesits  
afFinityforpoultryreceptors，makingstrainswiththismutationbetteradaptedto  
infectinghumans．  

赤血球凝集素（haemoagg）utinin）受容体タン／（クの223番目のアミノ酸配列に変異が  

ある。このタン′くクはインフルエンザウイルスが宿主細胞表面の受容体に結合するため  

のものである。この変異はウイルスがヒトの受容体に結合能力が増加し、家きんへの結  

合能力が減少する。  

Fina）Iy，bothsamptesfromtheTurkishteenagersshowasubstitutionofg）utamic  

acjdwith（yclne，atPOSition6270fthepolymeraseprotein，Whichthevirususesto  

replicateitsgeneticmateria］．   

トルコの10代の患者から、ウイルスのポリメラーゼタンパクの627番目のタンパクのグル  

タミンがリジンに変わってことがわかった。  

TheTurkeystrainsarethefirstinwhichthe poIymeraseandreceptoトbinding  
mutations havebeenfoundtogether．Theycoutdmakeit easierforhumansto  
CatChthevirusfrompou］try．Buttheymightalsofavourhuman－tO－human  

transmission．Thisisbecausethe polymerasechangeheIpsthevirustosurvivein  
thecooternasa）regionsoftherespiratorytract，andthehaemoagg］utininmutation  

encourages thevirustotargetreceptorsinthenoseand throat，ratherthanlower  
downintheTungs Thevirusisthoughttobemore］ike［ytospread throughdrop［ets  
COughedfromthenoseand throatthanfrominfectionslowerdown．   

トルコの株は、ポリメラーゼと受容体結合タンパクの変異が初めて見つかうた。この変  

異はヒトが家きんからのウイルスに感染しやすくなる。この変異は、ヒトからヒトヘの感染  

を引き起こしやすいに違いない。ポリメラーゼの変異によってウイルスは冷たい鼻の部位  

で生存しやすくなる。そして、ウイルスは、赤血球凝集素に関わるタン／くクの変異は深い  

肺の気道よりも、鼻や喉のレセプターに結合しやすくなる。咳をするときに、深い肺の気  

道からの飛沫よりも、鼻や気道からの飛沫の方がウイルスは拡散しやすくなる。   



琶ほ 劉  

新型インフルエンザ対策の部門別検討事項の枠組み（案）  

1．インフルエンザウイルスサーベイランス（ブタ、ヒト）  

2．発生動向調査   

・インフルエンザ（5類感染症）：定点   

・高病原性鳥インフルエンザ（4類感染症）：全数  

3．サーベイランスの強化   

・クラスターサーベイランス   

・症候群サーベイランス   

・病原体サーベイランス  

4．インフルエンザによる超過死亡  

5．その他  

1．検疫の強化について   

一 有症状者などの入国   

・有症状者などの出国   

・検疫所と都道府県、関係機関の連携  

2．海外渡航者への対応   

・渡航者の感染予防注意の喚起   

・渡航自粛  

3．輸入動物対策  

4．防疫対策資材、衛生資材などの供給  

5．地域における感染予防方法  

6．患者t接触者対応   

・抗ウイルス薬の予防投与について（対象、投与方法等）   

・その他  

7．積極的疫学調査  

8．遺体への対応   

・火葬場   

・‘遺体収容能力  

9．国民生活の社会活動の制限   

・集会の自粛、学校や事業所の対応   

・発生地域における対応  

10．早期封じ込め  

11．その他   



1．抗ウイルス薬   

・使用方法   

・投与の優先順位   

・感染地域への抗ウイルス薬の供給   

・抗ウイルス薬の有効性   

■ ウイルスの薬剤耐性  

2．ワクチン  

・ワクチン開発・候補株の作成   

・製造供給体制の確保   

・優先接種者   

・接種体制   

・有効性の評価、副反応情報  

3．その他  

1．診断と治療   

・患者、疑い例、観察例   

・検体の採取  

2．院内感染対策  

3．医療体制   

・国内大流行時における医療機関での医療体制の確保   

t 医療機関の収容能力を超えた場合の医療体制の確保（空床利用、その他）   

・医療従事者の確保・補充  

4．患者の移送  

5．遺体への対応（医療機関内）  

6．その他  

1．国民へのメッセージの作成・提供   

－ フェーズごとの情報提供内容   

・効果的な媒体、情報提供方法  
・Webページ  

・ポスター、リーフレット  

・メディア  

2．国と地方自治体等との情報共有のあり方（電話会議、メール等）  

3．利用媒体・機関の整理  
4．相談窓口等の設置   

・一般向け、医療機関向け、地方自治体向け等  

5．渡航者向けの情報発信  

6．その他  
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インフル工ンザ（H5Nl）＊の症例定義（案）  

［要観察例榊］   

下記（1）または（2）に該当する看であって、380c以上の発熱等イ  

ンフルエンザ様症状がある者、あるいは原因不明の肺炎や呼吸困難、原  

因不明の死亡例。  

（1）10 日以内に死鳥、インフル工ンザウイルス（H5Nl）に感染して  

いる、又はその疑いがある鳥（鶏、あひる、七面鳥、うずら等）と  

の接触歴榊を有する者  

（2）10 日以内にインフルエンザ（H5Nl）患者（疑い例も含む）との  

接触歴榊を有する者  
L＿＿＿＿－＋＿＿＋＿＿＋＿＿＿－＿＿－   ＿＿＿＿＿＿＋＋＿＿＿＋＿＿＿＿＋＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＋＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿．＿＿＿＿  

＊＊：上記の定義に当てはまるものは、病原体の検査を行う。  

＊＊＊：1mないし2mの範囲の濃厚な接触。  

※感染症法第8条における「疑似症患者」の定義は別に定める。  

［確定診断］  
」  

－ 上記「要観察例」の定義を満たし、かつ以下のいずれかの方法によって   
毒病原体診断がなされたもの   

（1）病原体の検出   

（2）病原体の遺伝子の検出  

＊インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスA属インフルエンザAウイルスであって   

その血清亜型がH5Nlであるものに限る）の略称   



フェーズ4以降における新型インフルエンザの症例定義（案）   

実際に新型インフルエンザが発生した場合の症例定義は科学的知見により示す  

必要があるが、現段階の知見をもとに検査及び医療的な観察下に置く必要がある症  

例として、暫定的に下記のとおりとする。なお、知見が集積し、感染性や病原性の  

状況により、定義を適宜修正することとする。  

［要観察例＊］   

下記（1）または（2）に該当する看であって、380c以上の発熱等イ  

ンフルエンザ様症状がある者、あるいは原因不明の肺炎や呼吸困難、原  

因不明の死亡例。  

（1）10日以内に死鳥、H5Nlを含む、ヒトヘの新しい亜型のA型インフ  

ルエンザウイルスに感染している、又はその疑いがある鳥（鶏、あ  

ひる、七面鳥、うずら等）との接触歴＊を有する者  

（2）10日以内にH5Nlを含む、ヒトヘの新しい亜型のÅ型インフルエン  

ザウイルスに感染している患者（疑い例も含む）との接触歴＊＊を有  

する者               ′  
l．＿．．＿．●＿＿＋∵＿＿＿＿  

＊：上記の定義に当てはまるものは、病原体の検査を行う。  

＊＊：1mないし2mの範囲の濃厚な接触。  

［確定診断］  

画可  

…病原体診断がなされたもの  

子の検出     ヽ ■・■・－ ′  
l＋＋∴   



新型インフルエンザに関する各種ガイドラインについて  

1．新型インフルエンザに関する検疫ガイドライン（案）  

2．新型インフルエンザ診断・治療ガイドライン（案）  

3．新型インフルエンザ院内感染対策ガイドライン（案）  

4．新型インフルエンザ患者移送ガイドライン（案）  

5．新型インフルエンザ対策積極的疫学調査マニュアル（案）   



（案）  

新型インフルエンザに関する検疫ガイ  

（厚生労働省）  

平成17年12月  

（平成17年12月26日版）   
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Ⅰ はじめに  

1 目的   

本ガイドラインは、「新型インフルエンザ対策行動計画」（以下「行動計画」とい  

う。）のうち、「予防と封じ込め」対策を具体化するものとして作成したものであり、  

フェーズ4A以降6Aまでにおいて、新型インフル工ンザの羅患の有無の確認等を  

はじめとする検疫業務の強化等により、水際においてできる限りの侵入防止を図る  

ことを目的とする。  

2 実施時期   

本ガイドラインは、フェーズ4（ヒトからヒトへの新しい亜型  

感染が確認されているが、感染集団は小さく限られている）ドとなり、  型インフル  

工ンザが検疫法（昭和26年法律第201号）（以下「法」とじヽ  

基づき指定された場合に、速やかに実施するものとする。  

第34条の規定に  

3 本ガイドラインの見直し等  

本ガイドラインは、行動計画のフェーズ4てA等の「予防と封じ込め」の項に記述  

が法第34条の規定に基づき指定される際  されているとおり、新型インフルエ  

に、既に確認されている「新型インフノ   ンザ（＊）」の臨床症状、疫学情報等を基  

に、直ちに見直すものとする。   

また、新型インフルエンザ等に関する科学的知見、検査技術の進展等に応じて、  

適宜、必要な修正t追 

ンザ患者の症状から推定し、「新型インフルエン  

かつ呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）とし  

これに発生地から来航したこと等の疫学条件が付加される。  ており、  

型インフルエンザが確認された時点で、そのウイルスの遺伝的情報  

ご 
書 

顧絢能という前提をしている。   

なお、検査の実施手順（検体採取、検査方法等）については、別途定めるこ   

ととする。  

らかとなると考えられることから、少なくとも、PCR検査による確定診      らかとなると考えられることから、少なくとも、PCR検査による確定診  

Ⅱ 基本的事項  

1 検疫所における対応   

世界各国の発生・流行状況を適切に把握しつつ、新型インフルエンザの発生一流  
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行地域からの入国者について、検疫前の通報（法第6条）、質問票（法第1・2条、別  

紙1）、医師の診察（法第13条）を踏まえ、新型インフル工ンザ疑い患者、濃厚接  

触者（同行の家族・友人、渡航中行動をともにした集団・添乗員、搭乗（航行）中に  

世話をした乗務員（乗組員）等）及び同乗者を、①法第16条の規定に基づく停留、  

法第15条の規定に基づく隔離、②法第18条の規定に基づく健康状態の報告、③健  

康管理カード（別紙2）による指導、の3段階により対応する。  

・：・′ ノ■  

州〆∴環一  

検疫所長は、検疫に係る情報を的確に収集し、初動の防疫体制を指岩槻とが  

重要である。各検疫所で作成した危機管酌ニュアルに従って、頓原品粂鮎び  
なお転 

塾蓬 
■■ ∴＝′′  

役割分担の明確化を事前に確認しておくことが重要である。  

各検疫所が有機的に連携を取ることも重要である。  
が 

ぐ硝ヵ   

一行詩  また、新型インフルエンザ疑い患者若しくは確定患者等転開棄昂報道機関等への  
嘗．♂ 対外的な対応は、検疫所業務管理室及び結核感染症課で協議め生対応することとす  
る。  

2疑い患者の検出   

我が国への到着までの時間と新型イ豪フルエ拘の潜伏期間を考えると、検疫時 〆ても   
に新型インフルエンザ疑い患者を漏れ敬忌腰知することは難しい場合があること  

j、  から、法に基づく措置に加え、マスクや健康管理カードの配布など幅広く対応する   
ことにより、可能な限りの国内への侵入と感染拡大の防止を図るものとする。   

このためには、関係機関、地元の自治体、委託医療機関等との連携は重要であり、  

宵 上㌦塀輿 1r′  日頃より連携・連絡体制を構築しておくとともに、情報の共有を図っておく必要が                                           づ   
ある。   一轡  

‘預 

観・               ■甲そ転．㌔－  

（医療機関への入院等）  離
 
 

隔
 
 

び
 
 

及
 
 

留
 
 

停
 
 
 

検疫所長略語新型インフル工ンザ疑い患者と判断した場合には、法第16条の規 て   
定だ基づく停留を指示し、感染症指定医療機関に搬送し、委託停留を実施する。緊  

ミ「！丸  旨 ‡ Jrヒ 急そ環姫やむをえない理由があるときは、感染症指定医療機関以外の陰圧病床を有  
する病院又は診療所であって、検疫所長が適当と認めるものにその入院を委託して  
行う。この際の停留期間は新型インフルエンザ発生地域を発航してから潜伏期閣内  
とする。また、停留期間中にPCR等の検査を実施し、検査の結果、新型インフル  

エンザと確定した場合には、法第15条の規定に基づく委託隔離を実施する。   

事前に委託医療機関との間で、連絡体制、搬送方法等を十分調整することが重要  

である。  
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4 仮検疫済証の交付  

新型インフルエンザの発生地域を発航してから潜伏期間内に来航する航空機又   

はインフルエンザ発生地域を出港若しくは発生地域に寄港してから潜伏期間内に   

我が国に来航する船舶については、検疫の結果、新型インフル工ンザウイルスの国   

内への侵入のおそれがほとんどないと判断した場合に、潜伏期間を超えない範囲で   

一定の期間を定めて、法第18条の規定に基づく仮検疫済証を交付する。  

5 検疫業務に対応する検疫官について  

検疫ブース、機内検疫、臨船検疫等、新型インフルエンザに係ろ幹疫集葡  

する検疫官は、検疫時にはマスクの着用等の感染防御対策を講じるご竜一。また、業 ’を 

． 務終了後は、除染のための手洗いやうがいの励行について、関係各職員に対し周知  
徹底を図る。  

新型インフルエンザ  また、委託停留を実施した新型インフルエンザ疑い患者が、篭   

患者と確定した場合には、当該患者と接触のあった検疫官には、社会機能を維持す  

るための必要な対処を実施する。  

6 関係機関等との連携  

（1）関係機関、自治体等との連携  

新型インフルエンザの国内への感染拡  を防ぐためには、検疫所と関係機関、保  

健所をはじめとする地元自治休等との情報の共有、連携強化を図り、対応に当たる  

ことが重要である。またぎ新型インフル工ンザの発生、拡大の情報などを的確に把  

二 握し、フェーズを踏まえた軸を行うことが重要である。 、“ゝ   

特に、発生国；”地噂が拡大した場合には、検疫所のみでは対応が困難となること  

も想定されることか畝迅速かつ円滑に各関係省庁、自治体等との連携強化を図る ヽ◆ヽJぅっ′÷  

ためにもヾ′つ漂－ズ3の時点から、各機関と対応等を検討するとともに、図上訓練  
及び実地凱練卵実施により対応状況を確認しておく必要がある。   

ぎた、検疫所が、入国した着からの健康状態の報告等により新型インフルエンザ  

ー駄 を疑う者（以下、「有症者」という。）を把握した場合には、速やかに関係自治体に  

連絡する。連絡を受けた自治体は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に  

関する法律（平成10年法律第114号）（以下「感染症法」という。）に基づく対応  

を行う。  

（2）航空会社、船舶代理店等との協力   

航空会社、船舶代理店、旅行会社等、空港や港湾における検疫業務に係る事業所  
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等に対して、海外感染症情報（FORTH）や各検疫所ホームページ、事務所掲示  

板等により、現在のフェーズや発生地域の状況等の十分な情報提供・共有が必要で  

ある。これらの情報を踏まえ、関係者は、必要に応じた感染防御対策を講じること  

とする。   

また、フェーズ3の時点から、緊急時における各事業所の窓口担当者・連絡先を  

事前に定め、危機管理lこ備えた迅速な対応及び指示等が実施できるようにしておく  

必要がある。  〆  

／号  

峯話♪－‰・         、ニ｝  
堅裏          t・  

、■－ －←▼  

Ⅲ 検疫対応  

1 航空機の検疫について  

ぎ （1）検疫前の通報により有症者がいることが把握できた場合  躍インフルエンザ  

発生地域から来航する航空機も新型インフルエンザ発生増減でない地域から来  

航する航空機も同様の扱いとする。）  

∴．  

♂  、 ぷ      み  
べ諒  

てこニ，二  
玩    ＜ふ  長 

，感 

（D 到着前の対応について  

航空会社から、法第6  条の規定に  

ヾ当該有症者の確認（＊＊）のため、同機  疫前の通報を受けた場合には、検疫  

の機内検疫を実施する旨、速やかに航空会社に連絡する。また、航空会社等関係  

者と協議の結果、機内検疫に替わる方法で検疫を行うことが可能と検疫所長が判  

戎 断する場合には、この現当でぽない。  
㌦J また、検疫の実施に預，ら箪て関係機関にも連絡を行う。  

㌦、で転－ 

’■㌻■  
∈貞  

判るため  

ぢ  

＊＊有症者と  に必要な情報：下記アかつイの症状を示し、り又は  

エに該当する者。  

、戦、 プ象発熱（38℃以上の発熱を呈している者。38℃未満であっても、発熱後、  

甘  イ
 
 

爪か   
ぶ
 
 

「
∴
 
 
▲
「
一
′
．
 
氾
筈
 
 

・
．
 
 
 
∴
 
 

解熱剤を服用した場合を含む。）   

呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）  

ウ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフルエンザの発生地域に滞在したこ   

と。  

エ 発症前、潜伏期間内に、新型インフルエンザの確定患者または疑い患   

者と接触したこと（患者の家族、医療従事者等）。  
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② 航空株到着前の指示事項  

検疫所長は、法第14条の規定に基づき、航空会社を通じて、航空機の機長に   

次の指示を行う。   

・有症者には可能な限りマスクを着用させる等、飛散防止対策を講じること。   

・有症者の対応を行う乗務員はできるだけ、少人数の専属とし、マスク等を着  

用させること。  

員
 
に
 
動
 
 

・有症者と他の乗客との間隔を可能な限り空ける。有症者対応乗務  
、
る
 
 

り
 
せ
 
 

よ
 
さ
 
 

当該有症者を後方座席又は他の乗客と十分な距離が取れる場所I  

こと。  

一有症者と他の乗客の距離がとれない場合には、当該有症者  

てマスク着用等の予防措置を実施すること。  

・化粧室については、有症者に最も近い場所を専用と転、  の乗客の使用を禁 紆   

止させること。なお、貨物専用機においては、この限り  

③ 検疫の実施  

機内検疫の場合の実施手順は次のと  ある。なお、機内検疫に替わる方  

施すること。  法で行う場合には、これに準じ  

ア 検疫官は機内に赴き、有症者が他の乗客と離れているかどうか、周囲の乗客   

が適切にマスクを着用しているかどうかを確認する。また、法第12条の規定   

に基づき、全乗客㌢乗員に健康状態質問票（以下、「質問票」という。別紙1）   

及び調査票（別紙′3） 

る。  

イ 検疫官覧、（医師）は、機内で、有症者に対し質問票を基に問診及び診察を行う。  

診察ゐ篠栗、有症者が新型インフルエンザ疑い患者であると診断した場合には、  

の旨を検疫所長に連絡し、検疫所長は、新型インフルエンザ疑い患者の停留   

捨置（搬送、停留）の決定を行う。  

ウ 検疫官は、車椅子等を用いて、新型インフルエンザ疑い患者を機内から直接   

搬送車に誘導する。  

また、搬送準備等が整うまでの間は、各検疫所の状況に応じて、当該新型イ   

ンフルエンザ疑い患者を適切な場所に待機させる。  
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エ 濃厚接触者がいる場合には、機内で、濃厚接触者に対し、検疫官（医師）が、   

質問票を基に問診及び診察を行う。この結果、新型インフルエンザ疑い患者と   

診断された場合には、イに準じて措置を行う。  

また、診察の結果、新型インフル工ンザ疑い患者と診断されなかった場合に   

は、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、連絡先等の確認を   

行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期間内）の朝夕の体温測定結果  

等を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し、万一に備え瑚鞠防止  
のための対応であることを説明した上で、帰宅時におけるマスクガ着独和い  
て協力を要請する。  灘 

乱
 
 

の
 
 
 

者
 
 
 

触
 
 
 

接
 
 
 

厚
 
 
 

濃
 
 

オ 検疫官は、新型インフルエンザ疑い患者及び  同乗者に  

対し、機側にて質問票等の回収及び健康状態の聞き取り・確認志（必要に応じ検温） き  

を実施し、法第18条第2項の規定に基づき、調査票によ㌢ぢ氏名、連絡先等の  

確認を行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期間内）の朝夕の体温測  

定結果等を報告する旨の指示を行うととも忘マスクを配布し、万一に備えた拡                                                                              Jタ  

首箸 散防止のための対応であることを説明じた、帰宅時におけるマスクの着用  
一  

について協力を要請する。  海紆  

ノ彗軋  

r L   増  恕〆   

力 検疫官は、実施した措置について、検疫所業務管理室を通じて結核感染症課  

に報告する。  

㌔   凝  
；・㌢γ腰ヱ軍′敬一  

④ 新型インフルエンザ廃し嘗患者の停留措置  

ア 搬送前の基本寮項  

● こ，丁 （ア）感染症指定医療機関（緊急その他やむをえない理由があるときは、感染 二ヽ一′′   
症指定唇療機関以外の陰圧病床を有する病院又は診療所であって、検疫所長   

が誌当選認めるもの）には、到着時に適切な感染管理が行われるように、新 ▲〉1㌔7〉  
一言インフルエンザ疑い患者の情報、予想到着時間等を必ず事前に連絡する。  

閻群 入国管理局、税関等の関係機関及び自治体（空港の所在する保健所と医  

療機関の所在する保健所）にあらかじめ連絡する。  

（ウ） 搬送経路は、安全で確実に通行できる経路を選ぶ。  

イ 停留措置  

（ア） 法第16条の規定に基づく停留措置を行うに当たっては、医師から本人  

にその旨を伝えた上で搬送を行う。  
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（イ） 搬送にあたって、新型インフルエンザ疑い患者に接触する検疫官等は、   

防護衣、マスク、手袋等を着用する。また、運転のみを行う者はマスクを着   

用する（患者移送ガイドラインを参照）。  

（ウ） 拡散を防止するため、アイソレーションテント等を使用することで、運   

転席と後部（ケアコンパートメント）の間を仕切ることが可能となる。  

⑤ 健康監視対象者からの報告に対する対応   

同乗者等から、健康状態に異状を呈した旨の報告があった場合にl  

疫所業務管理室を通じて結核感染症課に報告するとともに、法第18  条第ゝ3囁の規  

定に基づく通知書（別紙5）により、当該者の健康状態、当該者lギ対して指示し                                                                                                                                                                                                                                  ■■ －  

で駄 た事項、並びに当該者から報告を求めた事項について居所場所在他者管轄する都  
道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっては、市長  ま区長とする。以  

下同じ。）に速やかに通知すること。   

報告を受けた結核感染症課は、必要に応じて、感染症法に基づく対応を関係自  

治休に要請する。  

⑥ 消毒   

検疫官は、法第14条の規定に基づ  の消毒措置を実施する。  

ア 新型インフルエンザ疑い患者の手荷物  

イ 新型インフル工ンザ疑い患者の座席周辺のシート、接触したトイレ、利用し  

た食器等  

り有症者がいないとの報告があった場合  

ンフルエンザ発生地域から来航する航空機の機長から、法第  

（2）検疫前の通報  

検疫官は、新型  
マ、j▼J〝  

11条野2項の規定に基づく書類の提出及び呈示を求め、機内に有症者がいないこ   

とを書面環確認する。   

－■   

検疫官は、新型インフルエンザ発生地域から来航する全乗客t乗員から質問票   

を回収し、健康状態や入園前の新型インフルエンザヘの曝露状況について確認す   

る（（1）（D＊＊）。  

② 体温測定  

検疫官は、新型インフルエンザの発生地域からの入国者について、サーモグラ  
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フィーや放射体温計等により体温測定を実施し、発熱者の発見に努める。   

なお、発熱者を発見した場合には、必要に応じて、医師の診察等を行い、新型  

インフル工ンザ疑いであるか否かを診断する。  

③ 健康管理カード  

検疫官は、①を終えた乗客に、マスク及び健康管理カード（別紙2）を配布し、   

健康上の注意点、発症後の対応等について指導する○  ブ、 
ダ．ヂ、嵐   ’ タ妄  

奪確粛  
＼
■
 
 転

 
 

亮
 
 
｝
 
 

■
‥
．
 
 

“
が
さ
土
子
タ
 
 

ノ
軽
1
 
∴
、
 
 ④ 有症者等への対応  

①の質問票等から、有症者がいた場合には、直ちに健康相談  て
 
 

お
 
 

、医  

師による問診、診察等を行なう。この結果、医師が新型イ克之フル蟄・ジザ疑い患者   
琶  

と 

の措置を、また、  

同乗者（乗客・乗員）については、質問票をもとに追跡調査等を行った上で、（1）  

③オと同様の措置を行う。  

退ザ疑い患者と診断されなかった  また、有症者が、医師により新型インフル  
打♂  

場合には、（2）③と同様、マスク及が健康管理カードを配布し、帰宅後、直ちに  
声′、∧ノ、｝ 

医療機関を受診するよう指導する。宅鷲汝  

（3）その他   

有症者がトランジッ炉（乗り継ぎ）客の場合には、検疫官は、事前に関係機関等  

㌔一イ∴ふ ンん に連絡し、その対応を協議華るとともに、直ちに検疫所業務管理室を通じて結核感  
喝〆 

染症課に報告す  

J・ 有症者が、治療等                          ’登管  め入国を希望する場合には、Ⅲ1（1）③の手続きを開始  

する。 －  

こき蓉㌔．  

船舶め検疫について  
－ニ■，，   

（1）検疫前の通報により新型インフルエンザ発生地域から潜伏期閣内に来航し、か   

つ有症者が乗船していることが確認された場合   

検疫港において、臨船検疫又は着岸検疫を実施する。なお、検疫港以外の港へ入  

港するための事前の許可を受けている場合であっても、検疫所長は、法第14条第2  

項の規定に基づき、船舶の長に対して検疫港へ回航するよう指示する。  
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着岸検疫は、当日の天候等の理由により検疫官の安全確保が難しい場合に実施す  

ることとし、事前に港湾管理者、海上保安部署長等と協議し、対応する埠頭、場所  

等を決定しておく。  

（む 検疫前の通報内容   

新型インフルエンザの発生地域から来航する船舶については、検疫前の通報に  

おいて、通常の通報内容に加え、以下の内容の通報（＊＊＊）を求める。㌔  

＊＊＊追加の通報内容   

ア 発熱者の有無（38℃以上の発熱を呈している者。380c   

発熱後、解熱剤を服用した場合を含む。）  

イ 呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）の有無  

ウ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフル工ンザの発生地域に滞在したこと   

の有無。  

エ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフル工ンザの確定患者または疑い患者                                                               てむ  

と接触したこと（患者家族、医療従事  の有無。  

② 船舶到着前の指示事項  

新型インフルエンザの発生地域から   期間内に来航する船舶内で、乗客また  

は乗組員に、有症者がいるとの通報があった場合には、検疫官は、船舶代理店を  

臨船検疫又は着岸検疫を実施する旨を連絡するととも  通じて、当該船舶に対し  

に、次の事項を指示ず  

ア 有症者は個室  、隔離を実施すること。なお、個室がない場合には、可能な   有〆  

限りぎスクを着用させる等、飛散防止対策を講じること。  

イ 有痘煮と接触する者は限定し、感染防止対策（マスク、手袋、手洗い、うが  

等）を実施すること。  

症者について朝夕の休温と症状、使用した薬剤の記録及び報告を行うこと。  

エ 有症者の使用するトイレを限定し、適宜消毒を実施すること。消毒には消毒   

用アルコール又は次亜塩素酸ナトリウム液等適切なものを用いること。  

オ 船舶代理店を通じて本船に質問票（別紙1）をFAXまたは電子メールにより   

送付し、検疫前に全乗客、全乗組員が質問票に記入すること。  

③ 関係機関、水先人等への情報提供等  
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（1）検疫官は、業務の都合により検疫を受けていない船舶に乗船する関係機関に   

対して、新型インフルエンザの発生・流行地域、流行状況、伝播様式、症状、   

予防方法等の詳細な情報を随時提供する。  

（2）検疫官は、臨船検疫を行った後に、同船舶に乗船する者に対して、新型イン   

フルエンザの発生・流行地域、流行状況、伝播様式、症状、予防方法等の詳細  

．∴  

〆．y～払  

貌‰転言海宅篭．緑野   
転㌔雛  

0  1 ㌔，、  

な情報を随時提供する。  

水先人に対して、乗船時に、マスクや手袋の着用等を指導する  

・水先人が検疫官と同時に乗船する場合には、法第5条の規恕軒き、検疫  

ね  が終了するまで水先人を下船させない0また、水先本村ま操舵室以外へ立ち   
入らないよう要請する0さらに、下船時には検疫官がを行う。  

④ 臨船検疫等の実施  

ア 検疫官は、海上保安部署、地方運輸局声l宗対し宗、新型インフルエンザ疑い   

患者が乗船している可能性があるため、塩船検疫又は着岸検疫を実施する旨を  

．J‘′  連絡する。また、有症者の重篤度に応じて必要な機材を準備する。  

イ 検疫官は、船舶の長及び衛生管理者等から、有症者、濃厚接触者及び同乗者   

（乗客、乗組員）の状況説明を受ける。  

： 

ゥ検疫官（医師）lまぎ†竃該船舶の個室において、質問票を基に有症者の問診、                                          ．：p  ．ゲ  
、℃・・〉1  診察を行う。ぜt〉、診察の結果、有症者が新型インフルエンザ疑い患者であると診断  

した場合に脱島）旨を検疫所長に連絡する。また、調査票（別紙3）及び健康                              ‘芳  
触 

状態報告喝示書（別紙4）を配付し、記入させる。 義  
戦ふ，  

寛鱒た〉イ√タ〟  

裏襟、e－㌔検疫所長は、新型インフルエンザ疑い患者の停留措置（搬送、停留）の決定  

′～■巻線う。また、検疫官に対して、医療機関への搬送準備を指示する。      【鯵  

オ 濃厚接触者がいる場合には、検疫官（医師）は、適切な場所において、質問票   

を基に問診及び診察を行う。この結果、新型インフルエンザ疑い患者と診断さ   

れた場合には、エに準じて措置を行う。   

また、診察の結果、新型インフルエンザ疑い患者と診断されなかった場合に  

は、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、連絡先等の確認を行  
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い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期閣内）の朝夕の体温測定結果等  

を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し、万一に備えた拡散防止の  

ための対応であることを説明した上で、帰宅時におけるマスクの着用について  

協力を要請する。  

力 検疫官は、新型インフルエンザ疑い患者及び濃厚接触者の下船後、同乗者に  

ついて、船内にて質問票の回収及び健康状態の聞き取り確認（必要に序  

を実施し、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、▲㌔簿滴  

夕
 
に
 
ス
 
 

朝
一
マ
 
 

確認を行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期閣内  の
 
備
 
 

体温測  

えた拡  定結果等を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し  

散防止のための対応であることを説明した上で、帰宅時  クの着用  

について協力を要請する。  

キ 検疫官は、実施した措置について、検疫所業務管理室を通じて結核感染症課  

に報告する。  

⑤ 新型インフルエンザ疑い患者の   

ア 搬送前の基本事項  

（ア）感染症指定医療機関（緊急その  やむをえない理由があるときは、感染  

症指定医療機関以外の病院又は診療所であって、検疫所長が適当と認め  

時に適切な感染管理が行われるように、新型インフ  

情報、予想到着時間等を必ず事前に連絡する。  

の関係機関及び自治体（港の所在する保健所と医療  

機関の敢在する保健所）にあらかじめ連絡する。  

路は、安全で確実に通行できる経路を選ぶ。  

停留措置   

法第16条の規定に基づく停留措置を行うに当たっては、医師から本人に  

その旨を伝えた上で搬送を行う。  

（イ）搬送にあたって、新型インフルエンザ疑い患者に接触する検疫官等は、防  

護衣（白衣等）、マスク、手袋等を着用する。また、運転のみを行う者は  

マスクを着用する（患者移送ガイドラインを参照）。  

（ウ）拡散を防止するため、アイソレーションテント等を使用することで、運転  

席と後部（ケアコンパートメント）の間を仕切ることが可能となる。  

13   



⑥ 健康監視対象者からの報告に対する対応   

同乗者等から、健康状態に異状を呈した旨の報告があった場合には、直ちに検   

疫所業務管理室を通じて結核感染症課に報告するとともに、法第18条第3項の規   

定に基づく通知書（別紙5）により、当該者の健康状態、当該者に対して指示し  
占
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＋
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下同じ。）に速やかに通知すること。  ♪寧  

報告を受けた結核感染症課は、必要に応じて、感染症法に基環応  

治体に要請する0  
I  

〆鞠                                                                             尋    謹  
傲 裏 鼻  

√’ミ｝   

⑦ 消毒  

検疫官は、法第14条の規定に基づき、次の消毒措置を実施する。  

ア 新型インフルエンザ疑い患者の手荷軌押遣   

イ 新型インフル工ンザ疑い患者の居室、職場胞た洗面所、トイレ等  
Lr 

自 係 関 を  

（2）検疫前の通報により新型インフノご箪おザ発生地域から潜伏期閣内に来航し、か iI■   
つ有症者が乗船していないとの報告があった場合   

検疫官は、新型イ隷クルエンザ発生地域から潜伏期閣内に来航する船舶の長か ‘、Jト■半 ら、法第11条第2項軸掛こ基づく書類の呈示等を求め、船内に有症者がいな  
1、モ′〆  

いことを書面軍確辞する。  

また、基本鴫顛応手順は、Ⅲ2（1）に準じ、臨船検疫又は着岸検疫を実施  
問題がない場合には、乗客等に対してマスク及び健康管理カード  芯
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配布を行う。  
、
慾
墨
壷
 
 

〉∧タ    、A′ 

￥イゝ ① 葛岡票及び健康管理カード   

検疫官は、新型インフルエンザ発生地域から来航する全乗客・乗員に質問票を   
配付し、船内で記入を求める。また、原則として船内において質問票を回収し、  

健康状態や入国前の新型インフルエンザヘの曝露状況について確認する（2（1）  

①＊＊＊）とともに、マスク及び健康管理カードを配布し、健康上の注意点、発症   

後の対応等について指導する。  
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② 有症者等への対応   

①の質問票等から、有症者がいた場合には、直ちに医師による問診、診察等を   

行なう。この結果、医師が新型インフルエンザ疑い患者と診断した場合には、（1）   

⑤に従って停留措置を行う。   

この場合、濃厚接触者が特定できる場合や、同乗者（乗客・乗員）についても、   

2（1）④オ及び力と同様の措置を行う。  

ウ  ′ 、  

（3）新型インフルエンザの発生地域を発航し、潜伏期間を過ぎた後に  

通常の通報内容に加え、必要な情報（2（1）①＊＊＊）を事前咤通報させ、乗組  

場合においては、無  員等に異状のある者や事前通報の内容に該当する者がいな  

線検疫により対応する。   

異状のある者等が有症者と考えられる場合には、2（1）  様の対応を行う。  

（4）その他  
プ  

主に旅客船において、有症者が集団発坐しそ  る等の情報を得た場合には、船  

ミ想定され、関係機関や自治体等  内停留等の緊急性の高い措置の対象となるこ  

の協力も必要となる。このため、検疫官は、直ちに検疫所業務管理室を通じて結  

核感染症課に報告し、必要な指示を受けること。  

Ⅳ その他  

消毒に用いる  畠は、消毒用アルコール又は次亜塩素酸ナトリウム製剤（濃度  

。アルコールを使用する場合はその濃度を保持するために、  1000ppm以上）等  

ぱアルコール収納容器を常に密封しておく。  使用時以  

毒薬を十分に浸した布又はペーパータオル等で当該箇所を満遍なく  

挽く方法が望ましい。消毒薬を噴霧する場合は、消毒薬で濡れていない箇所がない  
くら痘十分に噴霧を行い、その上で当該箇所を布等で拭く必要がある。なお噴霧に  

より、病原体を拡散させる恐れもあるので注意する。  
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別紙1  

厚生労働省・検疫所  

健康状態質問票   

氏名  

性別 D男 口女  年齢  パスポート番号  

職業  

到着月日  ，便名  ，座席番号  

渡航された国名（滞在地域及び渡航地域名）（過去4日）  

日本及び本国での住所、連絡先  

日本：  

一  厄詣番号：  

本国：  

墜造番号：  －  

○あなたの健康状態について、記入してください  

発熱（ ℃）  □あり ロなし  

口あり□なし  

□あり□なし  

激しい咳・呼吸困難等 ‥・  

解熱剤等薬剤の使用の有無  

○新型インフルエンザの疑いのある人との到着前 日以内の接触状況   

について、記入してください   

①新型インフルエンザの流行地域へ滞在・立ち寄りましたか。  

□あり□なし   

②新型インフルエンザ疑いで入院した患者を見舞うなど、接触が  

ありましたか。  ……………‥  口あり□なし  

上記のとおり申告いたします。  年   月  

署名   

この質問票は検疫法第12条に基づく検疫手続を簡略化するためのも  

のですから、正確に記入して下さい。   

質問に答えなかった方又は虚偽の申告をした方は、検疫法第36条第  

3号の規定により懲役又は罰金に処されることがあります。  

ー1－   



別紙2   

新型インフルエンザの発生地域に  
滞在された入国者の方へ  

1．新型インフルエンザの潜伏期間は   日といわれて   

います。その期間内は、念のため、以下のような対応   
をしてください。  

（1）入国後   日間は朝夕の体温測定を実施し、ご自  
身の健康状態を確認してください。  

（2）帰宅後外出する際には、万一に備え、拡散防止の  
ため、配布したマスクを着用するようご協力下さい。   

（3）下記の症状が一つでも発現したら、新型インフル  

エンザ発生地域からの帰国であることをあらかじめ保  
健所に告げてから、受診先等を相談し、医師の診察を  

受けてください。  

・発熱 ・激しい咳、呼吸困難などの呼吸器症状  

2．家族等にも上記症状が発現したら、最寄りの保健所   
又は医療機関に電話で連絡し、その指示に従って下さ   
い。その際、あなたが発生地域から帰国した旨を申し   
添え下さい。  

必要に応じて、本紙を医療機関にお持ち下さい。  

厚 生 労働 省・検 疫 所  

－2－   



別紙3  

調査票   

太枠内を記入して下さい。  

この質問は、検疫法第18条第2項に規定するものですから、正確に記入して下さ  

い。なお、検疫所に報告いただいた情報については、個人情報の保護のため厳重に管  

理します。   

また、質問に答えなかった方又は虚偽の申告をした方は、検疫法第36条第7号の  

規定により懲役又は罰金に処されることがあります占  

検疫所記入欄  

一3－   



別紙4  

日本に入国された方へ   

（健康状態報告指示書）  

○本日から以下に定める期間中は、次の項目に従ってください。  

・下記の期間中は、毎日2回（朝、夕）体温測定を行い、下記連  

絡先へ報告下さい。  

・期間中、発熱又は激しい咳、呼吸困難などの呼吸器症状があらわれ  

た場合は直ちにあなたの名前、整理番号を、下記連絡先へ伝えた上  

で、検疫所担当官の指示に従ってください。  

この期間の最終日よりも前に出国される場合には、出国時に  

下記の連絡先へ電話し、出国される旨を連絡してください。  

○あなたの整理番号  

月  ○検疫所への報告が必要な期間：  日まで。譲  

注1）この報告は、検疫法第18条第2項に規定するものですから、正   

確に報告して下さい。報告しなかった方又は虚偽の報告をした方は、   

検疫法第36条第7号の規定により懲役又は罰金に処されることが   

あります。  

．4－   



別紙5  

年 月  日  時 分  

殿  

（都道府県知事）  

検疫所長  

検疫法第18条第3項の規定に基づき、次のとおり通知します。  

－5－   



（案）  

新型インフルエンザ診断・治療ガイドライン  

（厚生労働省）   

平成17年12月  

（平成17年12月26日版）   



はじめに  

2003年末以来、東南アジアを中心とした地域でH5Nl亜型ウイルスによる高病原性  

鳥インフルエンザ（HighLyPathogenicAvian［nfluenza、以下HPAI）が鳥の間で流行して  

いる。HPAIによる鳥からヒトヘの感染伝播も発生し、2005年12月23日現在、WHOに  

対して公式に報告された感染者数は141名、うち死亡者数は73名である。   

これらの感染者は基本的に死鳥または病鳥との直接的かつ密接な接他に去り嘩染  

したと考えられており、鳥からヒトヘの感染効率は高くないといえる。現時点で、かか  
らヒトへの感染に関しては、感染者を看病するなど濃厚かつ密接な嘩触を有する2事  

例においてその関与が疑われているに過ぎない。そして仮にヒトーヒト感染が存在す  
るとして、その感染伝播様式がインフルエンザ一般にあては 感染であるのか、  

空気感染（飛沫核感染）であるのかは不明である。  

この亜型（または異なる亜型）に変異が生じ、ないしはそ ヒトインフルエン  

ザウイルスとの遺伝子組換え（遺伝子再集合と呼ばれる）を起こすことにより、ヒトーヒ  

ト感染を効率的に発生させるウイルス株に変換する可能性が懸念されている。そのよ  

うな状態になった場合、この亜型ウイルスはもはや鳥インフル工ンザウイルスではなく、  

ヒトにおける「新型インフルエンザ」ウイルスと呼ばれるようになる。このウイルスには  

事実上すべてのヒトが免疫を持たないので、世界中のヒトに感染伝播することが懸念  

されている。これをインフルエンザによる／くンデミックと呼ぶ。   

わが国の新型インフルエンザ対策行動計画においては、効率的にヒトーヒト感染を  

発生させる新しい亜聖のイ㌢フルエンザウイルスが出現し確認された段階（フェーズ4  

以降）で、それを「新型インフルエンザウイルス」と定義している。現時点では新型イン  

フルエンザウイルスおよび新型インフルエンザ患者が出現していないが、現在アジア  

を中心に鳥の間で流行しているH5Nl亜型が新型インフルエンザの起源になる可能性  

が高い。 

以下に記載する内容はH5Nl亜型ウイルスのヒトへの感染に関して現在までに集積  

された知見に基づいて作成しているが、現時点で新型インフルエンザウイルス及び新  

型イウフルエンザ患者が出現していない以上、その症例定義・診断・治療はあくまで仮  

のものであることに十分留意する必要がある。   



1症例定義   

インフルエンザウイルスの感染による症状は無症状から重篤なものまで多岐にわたる。  

新型インフル工ンザウイルスなど、集団が全くウイルスに対する免疫を有さない状況にお  

いては、臨床症状も重篤になると予測されるが、実際の新型インフルエンザの症例定義  

は、科学的知見の蓄積やフェーズによって異なり、適宜更新する予定である。  

現時点で考えられる新型インフルエンザ疑い患者の定義は以下 

★ 発熱（380c以上）   

★ 咽頭痛、咳、呼吸困難のいずれか一つ以上   

の二つを満たし、かつ7日以内に以下のいずれかの行為 

☆ 新型インフルエンザ患者（疑い例も含む）との接触   

☆ 新型インフルエンザ患者の発生が確認されている地域での滞在  

確定診断の定義は以下のとおりとする。   

上記「新型インフルエンザ疑い」定義を満たし、かつ以下のいずれかの方法によって  

病原体診断（血清学的診断）がなされたもの   

☆ 病原体の検出   

☆ 病原体の遺伝子の検出  

2   



2 診断  

（1）医療機関における対応  

問診により、新型インフルエンザ疑いの定義を満たし、新型インフルエンザが疑われ   

る患者については、十分な感染対策を講じた上で、咽頭ぬぐい液（挿管中患者におい   

ては気管内吸引液）を採取する。また、疑い患者として直ちに保健所に報告し、採取し   

た検体の検査診断について相談する。インフルエンザ迅速診断キットによる診断は、   

現時点でH5Nl亜型鳥インフルエンザ感染症例における陽性率が高くないこむおよび   

新型インフルエンザ感染症例における陽性率のデータがないことから、虐感性着弾わ   

ず、またA／H3N2亜型やA／HINl亜型の感染やB型との共感染の可能性を除外でき   
ないので、あくまで診断の一助としての利用にとどめること。  

なお、この際、患者の診療およぴケアを担当するスタッフは、N95マスク、手袋およ   

び飛沫の飛散程度に応じてガウン、ゴーグルを着用するなど、標準事防策、接触感染   

予防策、飛沫感染予防策、空気感染予防策（※）を講じるものとする（院内感染対策ガ   

イドラインを参照）。  

（2）保健所における対応  
ミ  

医療機関から疑い例の報告があった場合には、当該保健所は地方衛生研究所と調   

整の上、速やかに検体を地方衛生研究所など検査体制の整備されている施設に搬入   

するとともに、必要に応じて患者の感染源等に関する調査を行うこと。  

（3）地方衛生研究所など検査を行う施設における対応  

搬入された検体について、PCR検査及びウイルス分離を行う。  

（4）、、都道府県、保健所を設置する市及び特別区における対応  

都道府県、保健所を設置する市及び特別区においては、地方衛生研究所または保   

健所から病原体（または病原体の遺伝子）の検出の報告があった場合には、当該患者   

を診断した医師に対し、新型インフルエンザの確定例として直ちに保健所に届出を行う   

よう指導し、当該届出を受けて、速やかに厚生労働省健康局結核感染症課に報告す   

る。  
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3 治療  

フェーズ4において、新型インフルエンザが実際に出現した場合には、直ちに指定感染   

症に指定され、1類感染症相当の措置がとられることとなる。そのため、新型インフルエ   

ンザ疑いの定義を満たし、新型インフルエンザが疑われる患者に対しては、感染症法に   

基づく入院勧告を行う。   

併行して、可能な限り早期に、遅くとも発症より48時間以内に抗インフル工ンザウイル   

ス剤（タミフルまたはリレンザ）による治療を開始する。   

重症例または易感染性患者においては、抗インフルエンザウイルス剤の 

二次的な細菌感染症などの合併症に留意し、治療にあたる。なお、重症インフルエンザ  

肺炎に対するステロイドやその他の治療薬の有効性について デシスが確立してい   

ない。  

4   



（参考）   

※ 標準予防策、接触感染予防策、飛沫感染予防策、空気感染予防策の概要  

ルマスク、ゴーグルまたはフェースシ  

患者ケアに使用した器具  

サージカルマスク  
∵   

患者移送   

空気嘩染予防策  患者配置  

呼吸器防護具  

患者移送   

′  

■     二  

■■   
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（案）  

新型インフルエンザ院内感染対策ガイてドライン  

（厚生労働省）   

平成17年12月  

（平成1丁年12月26日版）   



はじめに   

新型インフルエンザ対策の基本戦略は、ワクチンなどによる予防、早期診断、抗  

インフルエンザウイルス薬による治療である。しかし、新型インフルエンザ流行の初  

期においてワクチンは入手不可能であることが予想され、また抗インフル工ンザウ  

イルス薬の全休量にも限りがある。このような状況においては特に、医療施筆内で  

新型インフルエンザの感染伝播を阻止する対策を徹底することが、新型インフルエ  

ンザのまん延防止のために非常に重要である。   

感染対策には、その疾患の感染経路に関する理解が不可欠せあ 

するインフルエンザの感染経路は、接触感染と飛沫感染が中心であることが知ら  

れているが、ごく限定された状況の下では空気感染（飛沫核感染）の可能性が示  

唆されている（文献）。  

また、毎年流行するインフルエンザの潜伏期峰卜3日（最大7日）、他の人へ感  

染を伝搬させる時期は発症日の前日から発症後約7日まで（軽快しない場合はさ  

らに長期間）とされているところだが、当ガイドラインは、新型インフルエンザも同程  
度であるとの前提に立ち作成した。   



1感染経路  

（1）接触感染  

接触により、患者から医療従事者、医療従事者から患者、患者から患者、周   

辺環境から患者などの経路で伝播される感染を指す。  

インフルエンザの接触感染は、感染者の皮膚や粘膜に手指が接触すること、   

環境表面に付着したウイルスに接触することによる。  

（2）飛沫感染  

飛沫（5〃mより大きい水分を含んだ粒子）により伝播される感染を指す。飛沫   

は長距離を飛ばないので、飛沫感染が成立するためには感染者と感受性者が近   

接していること（1m以内）が必要である。  

インフルエンザの飛沫感染は、感染者が排出したウイルスを含んだ飛沫が、感   

受性者の鼻や喉の粘膜または結膜に付着することにより成立する。飛沫は咳t鼻   

をかむこと・会話、および吸引や気管支鎮などの手技によって発生する。  

（3）空気感染（飛沫核感染）  

飛沫核（5〃m未満の粒子）の飛散により伝播される感染を指す。飛沫核は空   

気中を長く漂うため、感染者と感受性者が近接していなくても感染伝播が成立し   

うる。  

インフルエンザの空気感染に関しては不明確である。動物実験や飛行機の機   

内でのヒトの感染伝播に空気感染が関与した可能性が示唆されている（文献）。   

また、感染者の気管内挿管および吸引処置、気管支鏡などの手技において生じ   

る飛沫核は、その手技にたずさわる医療従事者に空気感染を起こしうることが懸   

念されている。  

2   



2 感染経路別対策  

（1）標準予防策  

標準予防策は、血液・体液・分泌物・汚染物に触れる時には、手指消毒、手   

袋、血液・体液・分泌物・汚染物の飛沫が飛散することが予想される場合には、   

サージカルマスク・アイブロテクション・ガウン、その他、血液媒介性病原体の取   

扱い（針刺し防止）などからなる。感染対策の基本であり、感染症の 

わらずあらゆる局面において、すべての患者に対して実行するべ 

（2）接触感染予防策  

患者を個室または他の患者とできるだけ環境を共有 い状況に配置する。   

標準予防策に規定されている手袋や手指消毒に加え、患者の部屋に入る際に   

は手袋を着用し、所用終了後直ちに手袋を外して手指消毒を行なう。接触の度   

合いに応じてガウンの使用を考慮する。畢者使用器具を患者専用にする。  

（3）飛沫感染予防策  

患者配置に関しては、ベッド間隔を1m以上離す（患者間の距離では2m近く、   

離れるようにする）、あるいは患者同士の間をカーテンなどの障壁で隔離する。   

標準予防策に加えて、患者の1m以内に近寄る際はマスクを着用する（サージ   

カル・マスクが望ましい）′。  

（4）空気感琴予防策   

愚者は次の条件を備えた個室に入れる：   

（1）周囲の区域に対して陰圧である  

（2）1時間あたり6－12回の換気を行う  

（3）適切な戸外への排気がある  

（4）ドアは閉鎖する。患者の部屋に入る際にはN95マスク等を着用する。  
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3 院内感染対策  

（1）外来  

患者来院時点での問診を強化する。発熱や咳を伴う患者に対しては、他の   

患者に飛沫が飛ばない程度の位置で待つことや、咳をする際にティッシュで口   

元をおさえ、ティッシュを廃棄できるノータッチ式廃棄容器に廃棄するとともに、   

手洗い、速乾性擦式消毒用アルコール製剤による手指消毒を行うなど他人へ   

の感染を拡げないような配慮の呼びかけを、ポスターなどを通して外来受付に  

て行う。  

新型インフルエンザが疑われる患者については、さらにサージカル・マスクの   

着用を促す。  

待合室や診療室については、ついたてなどを利用して を区切るなどして、   

新型インフル工ンザ疑い患者とその他の患者との接触が最小限となるような工   

夫をすることが望ましい。  

外来スタッフは、必ずサージカル・マスクの着用と手洗いを行うこととし、さら   

に検査を行う場合には、N95マスクと手袋を着用し、飛沫の飛散程度に応じて   

ガウンやゴーグル（またはフェースシールド）を使用する。  

（2）入院  

①新型インフルエンザ患者（疑い症例も含む）の病室  

原則として個室管理とする。症例数により、新型インフルエンザ患者同士を  

同一病室とすることも考慮する。  

てきる限り陰圧個室とする。独立した空調があることが望ましいが、ない場  

合にはその病室に関しては空調施設を利用せず、戸外に面した側の窓を開  

けて十分な換気を行うことが推奨される。病室の窓を開放する場合には、そ  

れが居住区域に直接面していないことを確認する。  

病室には、後述するガウンなどの防護具の着脱を行う前室があることが望  

ましいが、確保できない場合は、連続した部屋を前妻として利用するか、個室  

の前の廊下の一部をゾーン化して対応する（境界領域の設置）。この部分は  

個室入退室専用に利用できるように、ついたてなどで仕切り、一般の患者の  

診療に際して通過、利用しないこと。  
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②新型インフルエンザ患者（疑い症例も含む）との接触  

入院中の新型インフルエンザ患者が検査のためなどでやむを得ず病室か   

ら出る必要がある場合には、サージカル・マスクを着用させる。  

新型インフルエンザ入院患者との面会は禁止する。やむを得ない場合にの   

み、患者にサージカル・マスクの着用と、面会者にもN95マスク、手袋などの個   

人防護用具（PersonalProtectiveEquipment，PPE）を、医療従事者による指導   

のもとで装着させ、患者と接する。  

汀…γ：」軒パヒル＝  担当医師、担当看護師を限定し、その際には過労を防ぐため十分窪歎㊥ス   
タッフを新型インフルエンザ患者専任に確保する。  

患者に接する際には、空気、飛沫、接触感染に対する予 すべて含   

めた厳格な防御を行なう。具体的な個人防護用具（Pぬ 

ク（2）手袋（3）ゴーグルなど眼の防護具（4）ガウン（5）靴力′ト（オプション）   

がある。  

ただし、個人防護用具（PPE）を着用していても、以下のような処置・検査   

には特に注意が必要である   

・ネブライザーの使用、胸部理学療崖、気管内挿管、気管支鏡、胃内視  

鏡や、その他の気道を侵要する恐れのある処置を行う場合   

・医療従事者が患者に非常に近接する場合   

・感染性がある分泌物へ接触するおそれがある場合。   

患者の検査、治療には薗能な限り使い捨て医療器具を用い、適切に廃棄   

する。器具の表面は、．ウイルスに有効性が証明されている消毒薬（アルコー   

ル製剤または次亜塩素酸ナトリウム液：（参考）新型インフルエンザウイルス   

の消毒も参無）拳消毒する。  

患者仁接触する前後、病原体に曝露される可能性のある医療行為を行っ  

た後、手袋をはずした後、および不特定多数の人が触れた部位に接触した後   
には手洗い、手指消毒を行う。接触感染対策としては、速乾性擦式消毒用ア   

ルコール製剤による手指消毒が最も重要である。  

なお、フェーズ4，5において、患者の診療に携わった医療従事者が抗イン   

フル工ンザウイルス薬の予防内服を行う場合は、患者との接触があった日か   

ら7日間リン酸オセルタミビル（タミフル）を1日1カプセル服用する。  
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（3）接触者  

患者の家族・同居者、患者が滞在した部屋（検査室）などにいた他の患者とス   

タッフ、患者と同室に入院していた患者、患者と同じ病棟に入院していた患者な   

ど、患者との接触があった者については、新型インフルエンザに関連する症状の   

有無を確認する。症状がない場合も、7日間は十分に注意を払い、経過観察し、   

異常があった場合はただちに受診するよう指導する。  

（4）清掃   

日常的に患者や医療従事者の辛が触れる部位（ベッドレール 

ノさ 

なくとも一日一回は行う。環境消毒剤の散布、噴霧は推奨されない。  

床などの環境については、挨を巻き上げないような方法（モップ清拭、ヘパフイ  

ルター付き掃除機など）で除塵清掃を徹底する。ただし、喀痍、便などで汚染さ  

れた場合は、必要に応じ局所消毒を行う。  

患者入院中にべッド周辺の清掃を行うスタッフは、個人防護具（PPE）を着用  

して行う。患者退院後の清掃については、個人防護具（PPE）の着用は不要であ  

る。  

（5）医療機関ごとの院内感染対策  

各医療機関において新型インフルエンザに対応できるマニュアルを準備し、対   

応訓練を実施しておくことが望ましい。また、作成された感染対策マニュアルは   

最新の科学的根拠に基づき、常に見直しを行なって更新する必要がある。  

6   



（参考）新型インフルエンザウイルスの消毒  

消毒のポイント  消毒法  

80℃、10分間の熱水消毒（器材）  

患者の排泄物、飛沫物  

質、分泌物などの湿性生  

体物質の付着した可能性  

のある局所を消毒する。  

噴霧、散布消毒は推奨し  

ない。  

0・05～0・5％（500～5，000ppm）次亜塩素酸ナト  

リウムで清拭または30分間浸漬（環境・器緋  

消毒用エタノール、70v／v％イソプロ／くノールで  

清拭（辛が触れる部分）、または30分簡漫漬  

※ グルタラールに代わる方法として、0胡％フタラールへの30分間浸漬や、   

0・3％過酢酸への10分間浸漬があけられる。  

※手指消毒には、速乾性擦式消毒用アルコール製剤が推奨される。   

（15秒以内に乾かない十分量の製剤を使用する必要がある）  
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（案）  

新型インフルエンザ患者移送ガイドライン  

（厚生労働省）   

平成17年12月  

（平成17年12月26日版）   



はじめに   

新型インフルエンザ患者（疑い例・確定例の別を問わない）の移送においては、  

新型インフルエンザは基本的に空気感染を起こし得るという前提にて感染対策を  

実施するものとする。  

新型インフルエンザ患者移送に際しては、次の点に注意し実施されなければな  

らない。  

V′鼠 ・新型インフルエンザウイルスの特性に配慮した感染拡大防止策が琴じられて   
いること   

・移送患者の人権への配慮がなされること  

・移送では適切な器材が使われ、移送従事者等の安全 策が講じられている   

こと   

・移送者が感染を受ける可能性をできるだけ小さくするため、移送距離・移送時   

間をできる限り短くする   

なお、船舶・航空機で新型インフルエンザ患者を移送する際にも、当ガイドライン  

に準じた扱いとすること。   



1移送に使用する車両等   

・患者収容部分と運転者や乗員の部位は仕切られていることが望まれる。仕切  

りがない場合には、ビニールなどの非透水性の資材を用い、一時的にカーテン  

状に囲い周囲への病原休の拡散を防ぐ。  

・患者収容部の構造は移送後の清掃、消毒を考え、出来るだけフラットな形状で   

あり、清拭や消毒が可能であるなど簡単なものが望ましく、原則として器材は置  

かない。器材が既に固定してある場合には、それらの汚染を防ぐ 

布などでしっかり覆う。  

・患者のプライ′くシー保護のため、収容状態が外部から見えない 

必要である。摺りガラス、フイルムなどを張る等で内部を る方法が適切で  

ある。   

・なお、移送手段（車両等）が汚染地域内を通過することが避けられない場合には、  

汚染地域を出る地点において、車両等について除染処置を行う。  

※ 具体例については、移送車両患者収容部の分画実施例および患者収   

容先へ到着後の措置を参照のこと。  

2 移送従事者  

移送従事者は、移送作業に起因する感染被害を防止するため、N95マスク、  

手袋、ガウンなど適当な個人防護具を着用する。また、これらの防護具につい  

ては、搬送中の破損も想定し、予備も準備する。  

※ 移送の装備着用手順を参照のこと。  
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3 移送・移動時の注意事項  

患者のストレッチャー・車両等間（その逆も）への移動に際しては、患者にもサー  

ジカルマスクを着用させるなど体液等の漏出を回避するための防護を行い、患  

者に装着する医療器具は必要最小限とする（尿／くッグ、点滴程度が望まし  

い）。   

呼吸管理が必要な場合は、感染対策に十分な知識と経験を有する医師が同行  

する。  

4 移送後の注意事項   

使用した防護具への処理を注意して行う。特に脱いだマスク、手袋、ガウン等は   

汚染面を内側にして、他へ触れないよう注意しながら対処し、感染性廃棄物とし   

て処理する。  

脱衣後、入念に手洗い、手指消毒を行う。  

患者移送後の車体内部の消毒については、目に見える汚染に対しては、手  

袋を着用してティッシュにて拭き取った後、その部位のみを消毒用アルコー  

ル、70v／v％イソプ占′i）．－ルまたは0．05～0．5％（500～5，000ppn）次亜塩  

素酸ナトリウムにて清拭消毒する。また、辛が触れる部位に関しては、上記  

消毒薬にて清拭消毒を実施する。  
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患者移送に必要な器材一覧  

数 量   備 考   

等の数×2＋α   使い捨てタイプ   

者用として適宜   

等の数×2＋α   

等の数×2＋α   

等の数×2＋α   

等の数×2＋α   

等の数×2＋α   

5ml枚以上  感染者収容部分   

2m 2枚以上   簡易間仕切り   

20ml本以上   ／／   

ルコール500ml  

手指等消毒用ほ  

タイプを1本  

酸ナトリウム溶液  

本   

適宜   
タオル類、感染性廃棄  

物処理容器など   

資 材  数 量  

N95マスク   乗務員   

サージカルマスク   移送患   

手  袋   乗務員   

ゴーグルまたは  

フェイスシールド   
乗務員   

ガウン   乗務員   

ヘッドカバー   乗務員   

（靴カバー）   乗務員   

ビニールシート   
2mX  

2mX  

両面テープ   40mmX   

消毒用ア  

従事者の  

消毒薬剤  
にスプレー  

次亜塩素  

500m11   

その他  適宜  

※上記は、一回の移送に必要な数量の目安である。  

※噴霧法は消毒法としては不確実な方法であること、車内にアルコール   

などを噴霧した場合には燃焼の危険があり、次亜塩素酸ナトリウムを   

噴霧すれば機器類の劣化を招くこと、さらにウイルスに有効な高水準   

の消毒薬を噴霧すれば作業者に有害であるばかりか、車内に残留毒性   

が残ることなどから、噴霧は禁忌である。  
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送車両患者収容部の分画実施例（ビニールシートと両面テープを使用）  

車両内を前後に分画した例（後方から）   車両内を前後に分画した例（前方から）  

患者収容部分を分画した例（内部）  患者収容部分を分画した例（車外から）  

患者収容先へ到着後の措置  

患者搬出後の撤去作業①  患者搬出後の撤去作業②  

撤去作業は必ず外側（清潔側）から行う  患者に面していた側を内側にして  

どニールシートをまとめる  
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匪差の装備着用頭  

1．防護ガウンを装着  

2．マスク、ヘッドカバー、ゴーグルを装着  3．手袋を装着  
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（案）  

新型インフル工ンザ対策積極的疫学調査マニュアル  

J；ニ∫こ†－、 熱戦  

－’㍉、ざ  

（厚生労働省）   

平成17年12月  

（平成17年12月26日版）   



画   

今般策定された「新型インフルエンザ対策行動計画」においては、  パンデミックのフエー  

ズに応じて、積極的疫学調査の実施を定めているところである。現時点（2005年（平成17  

年）11月30日）のフェーズは3であるが、今後のフェーズの進展、発生時の状況によって、  

疫学調査の目的、方法は大きく変わってくるため、様々なフェーズ、事態を想定したマニュ  

アルが必要となる。そのため、今回、本骨子においては、総論として全般的にフェーズに応  

じた調査の目的、あるいは共通の原則、準備等について述べ、各論として、現行フェーズに く  

おいて一番想定れやすい、フェーズ3、あるいはフェーズ4、5となる附こ？  

マニュアルを附すこととした。   

今後も、国際的な疫学状況の変化に伴い、症例定義や対応方針を変更する必衰か出て  

くることも鑑み、まず、現時点で想定される事態に応じたガイドラインを策定髄とともに、作  
業部会を設置して、今後も持続的に検討し、随時更新していくものとする。  

匪頭  

（1）積極的疫学調査の原則  

1）実施主体  

感染源を問わず、ヒトにおける新しい型甲インフルエンザウイルス感染症の発生事  

例の疫学調査は都道府県及び保健所設置市、特別区の担当課及びその保健所が  

主体的に実施する。（「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法  

律」〔以下「感染症法」という。〕の第15条第1項に基づく）  

必要に応じて、国め技術支援も有用である。厚生労働省では都道府県等の要請が  

あった場合に峰構極的に支援することとしており、疫学の専門家を多数擁する国立  

感染症研究所と連携して協力する用意がある。（感染症法第15条第6項に基づく）   

2）人権への配慮  

調査を実施する際には、調査を受ける者に対しての説明を十分に行い、人権に配  

∃  摩した嵐応を行う。   
3埴伽定義  

本疫学調査における症例定義は、今後、国際的なフェーズの移行に応じてWHO   

（世界保健機関）が定義したもの、さらには、わが国において新型インフルエンザが  

感染症法に基づく政令改正が行われ、指定感染症（感染症法第7条に基づく）となっ  

た場合の要件に合致するものを、疫学調査上の定義とするが、当然状況に応じて、  

またそれぞれのフェーズに応じた症例定義を策定する必要がある。  

・ 症例定義く疑い例含む）については、調査実施主体間の整合性を保つために、標準  

となるものを策定して共通の定義を用いるべきである。  
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（2）積極的疫学調査の目的   

積極的疫学調査の目的は、フェーズによって大きく異なってくる。また、国内における  

発生覚知の段階 

た場合と多数の群衆が集まる場所を経由して見つかった場合など）。しかしながら、一義   

的な目的は、サーベイランス等の様々な情報源にてとらえられた事例について、すみや   

かに調査（必要な検査を含む）を行い、国内での流行伝播を押さえ込むため、即座に、感   

染者及び感染リスク者からの二次、三次の感染防止対策につなげていくことである。す   

なわち、症例を探知すると同時に、感染のリスクのある者（接触者）を迅速に把瞳し、必   

要に応じて適切かつ十分な情報提供および接触者管理を行い、不安解消に努めるとと   

もに可能な限り感染拡大防止を図ることである。   

また、感染拡大防止対策と並行して、以下の事項は、新型インフル工ンザ対策全体と   

して重要な項目である。  

1）アウトブレイク全体像を把握：   

新型インフル工ンザあるいはその前段階（パンデミックフェーズ5以前）における発症   

者数、重症患者数、接触者数等の確認、患者の症状・予後の確認、その他「時」「場   

所」「人」に関係する疫学情報の収集と分析を実施すること。  

2）感染源・感染経路・感染危険因子の特定：   

調査結果に基づき、アウトブレイクの発生原因、感染伝播効率およぴリスクの評価   

を行うこと。  

3）新型インフルエンザあるいはその前段階（パンデミックフェーズ5以前）の事例発生に   
関連した情報の迅速な収集と還元：   

調査等によって得られた情報を分析し、その情報を必要とするところへ迅速に情報   

の提供を行うこと。  

4）対策の評価： 

抗インフルエンザ薬の有効性や、その他の公衆衛生的介入策の効果について評価   

する。  

フェーズ3においては、1）～4）に加え、次の項目も重要な目的の一つである。  

5）パンデミックをもたらす感染性の高いインフルエンザウイルスの発生及び蔓延の防   

止：   

調査による情報把握と鳥－ヒト感染やヒトーヒト感染の早期発見と封じ込めにより、   

次のフェーズ4、5に移行する事となるヒトーヒト感染能力のより高いインフルエンザウ   

イルスの発現を防止する。  
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フェーズ4、5においては、1）～4）に加えた、次の目的との対策上のバランスが重要にな  

ると予想される。   

6）国内における発生状況・及び伝播効率の把握と国内のクラスターの封じ込め：  

ヒトーヒト感染する能力のより高まったインフルエンザウイルスの国内における発   

生状況と感染伝播効率を迅速に把握し、接触者追跡調査あるいは輪状予防投薬との併   

用により、国内におけるクラスターの拡大を防止し、可能な限り封じ込める。  

フェーズ6においては新型インフルエンザウイルスによる効率的なヒトからF〔ペの感染  

は確立しており、これによる国内における市中感染がすでに開始している場合は、廟型イ  

ンフルエンザの発生クラスタの拡大防止・封じ込め、すなわちアウトブレイク対応に主眼を  

置いたフェーズ5までの対策とは根本的に変更しなければならない。もちちんこフェーズ6  

においても、初期における国内への輸入例あるいは輸入例に端を発するクラスタへの対応  

はある程度までは必要であるが、本格的に市中感染が開始している場合には、本稿で記  

述している積極的疫学調査は、その多くは実施する必要はなくなり、対策の主眼は社会距  

離を拡大することによる対応になると考えられる。以下にフェーズ6における疫学調査の目  

的の1つを付記しておく。  

7）流行状況の把握による必要な資源の迅速な と対策方針の修正：  

パンデミック期※には、基本的にはサ「ベイラシスにより全体状況を把握するが、必   

要に応じて、効率的な人的、物的資濾配今等を勘案し、医療資源や社会資源の効率  

的かつ最大限の活用を目指し、かつ社会的不安やパニックを将来しないようにしなけ  

ればならない。  

※′くンデミック期は、大災害同等の体制が必要となり、国民の社会活動の制限など、社会的対応が必要と  

なってくる。  

（3）積極的疫学調査の内容   

実施される痕学調査手法に関しても、フェーズによって異なってくる可能性があるが、基  

本はこ症例調査と接触者の調査であり、集団発生となった場合では、個々の症例調査が複  

数あるという形になるが、これに集団全体を一つの単位とした調査が必要になり、集団を形  

成した原因である、感染源、感染経路と伝播効率の評価が重要な項目となる。  

1）症例調査   

症例に対して、疫学情報や臨床情報などに関して直接情報収集を行うものであり、   

臨床部門、検査部門との調整により、検休検査も迅速に行われるべきである。  

2）症例行動調査  

症例行動調査の目的とは、主に症例の行動に関する詳細な情報の把握と接触者  
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のリストアップである。  

3）感染源調査   

症例の感染源が、トリなどの動物か、ヒトか、また、国内の感染か国外における感染   

かを特定する。国外における感染が考えられる場合は国際機関や当該国等と速やか   

な情報交換を図る。  

4）症例さかのぼり調査  

症例調査により、当該患者が国内感染、あるいはヒトからヒトへの伝播の可能性が   

高い場合には、感染源の特定を目的として症例さかのぽり調査を実施。  

5）接触者調査   

症例の接触者に対する調査であり、以下の様に段階を経て行 も甲であ   

る。   

①接触者の定義   

②接触者のリスト作成   

③接触者状況確認調査   

④接触者に対する初回面接調査   

⑤追跡調査   

⑥接触者追跡の中止   

⑦保健指導の実施  

く4）積極的疫学調査の準備   

疫学調査の準備としては、事前に調査チームメンバーの設定、／〈ックアップ体制の整備、  

調査の際の物品、用具、特に二次感染防止のためのマスク、ゴーグル、防護衣などの個人  

防護具（personalprotectivee 

インフル工ンザワクチンの予防接種等も考慮すべきである。   

調査チームメンバーについては、保健所、都道府県衛生部局が中心となり、あらかじめ  

想定される事態に対して、緊急に集合できるように、疫学者、臨床家、資材調達・調整（ロジ  

スティクス）担当者などからなるチームを複数チーム設定しておくことが望ましい。尚、調査  

対応l芋は多大な精神面の疲労が考えられることから、この面での支援についてもあらかじ  

め計画に組み込むことが望ましい。   

また、呑関係主体（保健所、県担当課、国など）の責任の明確化などが必要であり、各主  

体間の緊密なコミュニケーションによる情報の共有化が大事である。  

1）疫学調査専従者の決定   

新型インフルエンザ事例が発生し、調査対応が必要となることが決定した後、直ちに  

疫学調査に着手できるように、予め疫学調査に専従するスタッフ（以降疫学調査員）を決  

定しておく。  
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2）疫学調査員の人数と構成   

疫学調査員数は、接触者調査を迅速に実施することを考慮すると、総員で実施した場  

合には比較的短時間内に数十名の接触者に対して訪問・面接が可能であるように設定  

する。各自治体における疫学調査員の構成の中心は公衆衛生専門職者（医師、保健師、  

監視員等）であるが、発生の規模が大きくなることも想定し、一定の研修等を行った上で  

の他の適切な人材を活用する枠組みも考慮する。  

3）二次感染防止のための物品の準備と確認   

疫学調査員への二次感染を防止するために必要なマスク、手袋、防護衣、消毒用携  

帯アルコール等が必要数揃っているかを予め確認しておく。  

4）疫学調査員への研修   

予定される疫学調査は、原則的に疫学調査および感染予防の‘技術に精通している者  

が中心となって行われるべきである。しかし、主として接触者調査た 

保健師等においても、有症者と直接対面しなければならない機会が生じる可能性は、否  

定できないことから、感染防御に関する技術を実行出来るように標準予防策、飛沫感染  

予防策、空気感染予防策についてのトレーニングを行い、さらに新型インフルエンザを想  

定した感染防御研修等をしておくことが必要である。廼切な装備および感染予防技術と  

なるように、適宜、専門家の意見を仰ぐことが望ましい。  

5）患者、接触者及びその関係者に対する説明に対する準備   

患者、接触者及びその関係者等の調査対象者に対しては、目的等に関する充分な説  

明を行った上で調査を実行する。その際、感染症法に基づく調査の必要性や、移送、入  

院勧告、就業制限、経過観獣瀬触者管理などについて、その必要性を説明する際の資  
料あるいは、同意事等についても準備しておく。   

6）情報共有体制とメカニズムの整備  

調査の由始時、途中において、タイムリーに進行状況などを自治体および関係機関で  

共有するため、タ連絡網の作成、電子メールのメーリングリストを通じた情報共有体制、可  

能奮あれば、電話会議システム等の体制についても準備しておく。  

（5）他の自治体、国等との適切な情報共有  

調査主体は調査中においても、必要に応じ、関係する他の自治体や国等と状況や知見  

等の情報を共有する。（感染症法第15条第6項に基づく）特に、ヒトーヒトの感染拡大が  

懸念される場合には、直ちに、国等と連携を図ることが重要である。  
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（6）積極的疫学調査結果の公表   

調査主体は調査中においても、中間結果や推奨される対応策について、随時、その情  

報を知ることが必要とされている者（影響を受ける可能性のある住民、地方自治体、国等）  

に対して報告すべきである。（国に対する報告は感染症法第15条第5項に基づく）分析結  

果に基づき、地域内等での感染拡大に寄与した要因について考察を行い、それぞれの地  

域における感染拡大防止策に反映させる。最終報告については、将来的に起こる可能性  

がある流行について、事前に対処できる推奨策を、提言することも重要となる。   

また調査の結果については、国民に対しても公表の準備を整えることが望ましい。その  

際には、個人情報の保護に十分留意しつつ、公衆衛生学的見地から必要となる情執こつ  

いては、適時適切に公表を行っていくべきである。この戦略的なリスクコミュニケーションに  

ついては、専任担当者等の設置を検討すべきである。  

（7）調査票等の統一   

インフルエンザウイルスの感染経路、潜伏期間等から考えると、感染の拡大が急速に、  

広域に進む可能性もある。そのため、■調査実施主体が複数の都道府県にわたることも考慮  

に入れて、調査票、入力ファイルの統一化によってス皐－ズな情報共有を図っていくべきで  

あり、今後そのフォーマットを提示していく。また、技術的な課題も残るが、厚生労働省とし  

てはITを活用した調査データベース構築を検討していく。  
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今後のスケジュールについて  

4月24日 新型インフルエンザ専門家会議（全体）  

ガイドラインの部門別検討  

6月上旬   新型インフルエンザ専門家会議（全体）  

○各種ガイドラインについて  

・検疫ガイドライン  

診断・治療ガイドライン  

・院内感染対策ガイドライン  

・患者移送ガイドライン  

・積極的疫学調査マニュアル  

・サーベイランスガイドライン  

○広報媒体について   



会考資料1  

高病原性鳥インフルエンザ（H5Nl）発生国及び人での発症事例（2003年12月以降）   



WHOに報告されたヒトの高病原性鳥インフルエンザA（H5Nl）感染確定症例数  

（2006年4月19日WHO公表）  

2003年  2004年  2005年  2006年  合計  

症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数   死亡数   

アセ◆山l◆ィシ●ヤン   0   0   0   0   0   0   8   5   8   5   

カンボジア   0   0   O 0   4   4   2   2   

中国   0   0   O 0   8   5   6   田   皿   

エジプト   0   0   0   0   0   0   4   2   4   2   

インドネシア   0   0   0   0   田   皿   田   13   32   24   

イラク   0   0   0   0   0   0   2   2   2   2   

タイ   0   0   田   12   5   2   0   0   22   14   

トルコ   0   0   0   0   0   0   12   4   12   4   

ベトナム   3   3   囲   20   61   田   0   0   四   42   

合計   3   3   46   32   95   41   52   34   196   110   

注  

確定症例総数は死亡例数も含む。  
WHOは検査により確定された確定例だけを報告する。   




